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１． はじめに 

本章では、本研究の背景や目的について述べる。 

１－１． 半導体業界の電力需要の特徴 

半導体業界は、昼夜、休祝日また季節に関わらず電力需要の負荷率が高く、電力価格（電

力会社から購入する買電力価格)の基本料金割合は相対的に小さく、電力量料金比率が高

い特性がある。すなわち、電力需要自体が大きい。事業継続性を脅かすものとして、地震

をはじめとする自然災害、サイバー攻撃や調達リスク、原材料価格高騰等があるが、その

一つに電力価格高騰が挙げられる。近年ウクライナ危機をはじめとする地政学的なリスク

により、現在の日本では、化石燃料による発電割合が高く、燃料価格の高騰が電力価格高

騰に大きく影響している。また、今後は再生可能エネルギーの導入が増加し、FIT 賦課金

の高騰化や CO2 排出に伴う環境税の導入が予想されるなど、電力価格を取り巻く環境は大

きく変化しつつある。したがって、安定的な電力供給先をどのように見つけていくか？と

いうことは大きな課題である。 

 

１－２． 半導体業界における事業継続計画の重要性 

半導体業界では、検査工程を除くほとんどの製造設備内でガス、薬液、熱、プラズマや

光を用いて加工する工程でなりたってる。そのため、いったん停電が起こると製造設備内

で処理中のウエハへのガス、薬液、熱、プラズマや光の供給が途絶え、一部を除いてほと

んどのウエハが不良品となる。また、自動搬送設備を有し、高度にシステム化された半導

体製造工場では、停電によりウエハがもつ情報と設備がもつ情報が途絶すると、それらを

一致させるのに多くの時間がかかる。その作業が終了してウエハが回収されなければ、製

造設備の復旧にとりかかることができず、またその製造設備台数も多いことから必然的に

設備復旧にも時間がかかる。そして、半導体製造工程の一部には、特定工程の終了後、定

められた待ち時間（Queuing-time）内に次工程の処理を開始しなければならない制約が存

在する[1]。そのため、製造設備復旧に時間がかかることにより、装置内に待機していたウ

エハの中には、待ち時間を超えることによる不良が増大し、それらのウエハが不良品とな

る。 

こうしたことから、半導体業界では電力が途絶えた場合の生産損失が大きい。東南海ト

ラフ地震を想定した場合、東日本大震災での経験上、停電を予測せざるを得ない[2][3]。

そのため、事業継続計画（BCP ：Business Continuity Plan)は非常に重要である。 
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BCP の為の対策として、非常用発電、無停電電源装置（UPS：Uninterruptible Power 

Supply)、多機能変換機（MPC：Multiple Power Compensator)、太陽光発電、蓄電池のほか

に常用発電設備（以下、常用発電)が導入されており[4][5]、これらは半導体業界以外でも

導入事例[6][7][8]がある。文献[9]によると、東日本大震災時に「発電用ガスを送るため

の中圧導管（溶接接合による鋼管）は、地震による被害はなかった」とある。常用発電の

導入により、地震発生時でも安定的な電力供給源確保が期待できる。これらのうち、蓄電

池および常用発電以外の対策は、弊社では導入済である。蓄電池については、家庭用など

で導入事例を多く見受けられる。これは、昼間に太陽光発電をした余剰の電気を夜間に活

用する等、発電した電気を有効利用するためである。しかし、半導体業界においては、仮

に半導体製造建屋の屋上すべてに太陽光発電をとりつけたとしても、その発電量は、全電

力需要に対して数 %程度であり、十分な電力を供給することはできない。そこで本研究で

は、常用発電の導入を検討する。 

常用発電を導入することにより、BCPの視点から見たメリットが考えられる。これをBCP

価値と呼ぶことにする。BCP 価値は 2 つある。価値の 1 つは、常用発電により不要となる

UPS 等のバックアップ電源設備費用である。また、常用発電導入により重要負荷へ電力が

供給された結果、前述の生産損失が軽減できることがもう1つの価値である。 

 

１－３． 環境価値について 

日本政府は2050年 Net Zero Carbonを表明している。そして企業にとっては、Net Zero 

Carbonに寄与していることや環境に配慮していることがより重要である。企業にとっての

顧客側も、それらを要求するようになってきている。環境に重きをおくことは、企業にと

って価値があることだと考えられる。これを環境価値とよぶことにする。今後、企業は環

境価値を創出していく必要がある。そのための手段の一つとして、Net Zero Carbonの実

現を検討することが挙げられる。Net Zero Carbonを実現するには、企業は PPAを活用す

ることができる。PPAとは、“Power Purchase Agreement （電力販売契約)”の略称で、施

設所有者が提供する敷地や屋根などのスペースに太陽光発電設備の所有、管理を行う会社

（PPA 事業者)が設置した太陽光発電システムなどで発電された電力をその施設の電力使

用者へ有償提供する仕組みである。 

オンサイトPPAは、電力使用者がPPA事業者であり、電力使用者の拠点に発電設備があ

る発電事業であり、送電設備は電力使用者が自走線を敷設する。 
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オフサイト PPA は、PPA 事業者は電力使用者とは異なる事業者であり、需要家の土地か

らはなれたPPA事業者が有する太陽光発電設備などから電力の供給を受け、電力小売業者

を通して、上記電力を購買する。このとき、需要家の土地からはなれた発電設備は電力使

用者と異なる上、送電設備は、通常電力会社の送電設備を活用する（この時、託送料金を

支払うことになる)。したがって、オフサイトPPAを活用した場合、大規模地震の発生に伴

う停電が発生した場合に、送電設備が電力会社の送電設備であるオフサイト PPAは、安定

的な電源とは言えない。したがって、本研究では、電源の安定性を考慮し、オンサイトPPA

である常用発電導入を研究対象としている。 

 

１－４． 過去の研究事例 

電力消費量の多い半導体事業者が常用発電を導入する場合、電力会社からの供給電力が

遮断されても重要な生産・動力設備に常用発電から電気が供給される。このため事業者は、

電力価格と常用発電機器の BCP価値を加味した常用発電原価（以下、発電原価)を比較し、

経済合理性の観点から常用発電導入の可否や規模を判断しなければならない。 

一方、事業継続性を考慮したコージェネ機器導入計画の最適化手法については長尾ら

[10]が、そして経済性・環境性・レジリエンス性を考慮した分散型電源機器導入決定のた

めの多目的最適化ツールの開発を上道ら[11]が行っているが、これらは共に電力価格と発

電原価の比較は行っていない。青木ら[12]は、燃料電池と火力発電のコスト比較を行って

いるが、家庭用であるため BCPは考慮していない。友藤ら[13]は、ガスエンジンコージェ

ネ導入による省エネとBCPの両立について、病院や物販店舗では両立できるとしているが、

電力価格と発電原価の比較は行っていない。 

CO2 削減賦課金(本研究における炭素税と同義)と蓄電池導入効果のエネルギーチェーン

による経済性・環境性評価を矢部ら[14][15]がおこなっている。賦課金が一定額を超える

と、石炭火力が減らした方が経済的となるが、発電原価（年間経費)は上昇する、としてい

るが、発電構成比率や燃料費の変動には触れられていない。岡林らは、2050年最適電源構

成の検討[16][17]の中で、「電気事業者の発送電コスト最小」と「日本経済全体が目指す実

質 GDP最大化」の最適解が異なる、と述べており、マクロ経済影響を加味した定量分析を

行っているおり、どのような電源構成が望ましいか、の議論をおこなっているが、発電価

格との比較は行っていない。 

筆者らは前報[18]で、電力価格に対する火力発電比率と燃料価格の変化、および発電原
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価に対する燃料価格の変化についてモデル化したが、2030年単年での検討であった。また、

長期的な予測を行った[19]が、水素、アンモニア発電、CCS や、常用発電導入の方向性の

議論は行っていなかった。 

 

１－５． 研究対象について 

Carbon Free発電機導入は、１－３．でのべたように、BCPのみならず、環境価値の創出

の対策の一つである。そのため、常用発電として現在の主流は都市ガス専焼であるが、NH3

専焼、H2専焼についても研究対象とする。 

また本研究の対象常用発電機器を、ガスエンジンコージェネと燃料電池とする。ガスタ

ービンも選択肢となりうるが、ガスタービンについては、1基あたりの発電量が大きく（ガ

スエンジンコージェネは1 MkW 程度に対して数10 MW）、故障時には大きな電圧降下が起き

るため、設備への電力供給が滞り電力瞬低（1 sec以下の電圧低下）により設備停止が起

き、生産被害が生じる可能性がある。また、半導体事業にとっては非常に重要なスペース

効率が悪い（対ガスエンジンコージェネで約1.5倍程度）ことから、研究対象からは外し

た。 

ここで、燃料電池は、燃料ガスの化学反応を用いて発電するため、“○○専焼”という表

現は正確ではないが、本研究では“○○専焼”という表現を用いることにする。 

また、電力価格と発電原価が同一となる点を、損益分岐点と定義する。そして、変数と

して為替レートおよび炭素税を挙げ、これらを変数とすることで、損益分岐点の議論を行

う。 

 

１－６． 本研究の目的について 

BCP を考慮した、長期的に安定的な電源を確保する、という課題に対して、常用発電導

入は一つの手段となる。 

電力消費量の多い半導体事業者が常用発電を導入する場合、系統電源が遮断しても重要

な生産・動力設備に常用発電から電気が供給される。このため事業者は、電力価格と常用

発電機器のBCP価値を加味した発電原価を比較し、経済合理性の観点から常用発電導入の

可否や規模を判断しなければならない。常用発電設備導入の際には、常用発電設備のみな

らず、自走線や免震構造建屋等多くのインフラを必要とし、事業判断が極めて困難である。

このような背景から、半導体事業におけるBCP投資判断に向けた指針の提示が必要である。 
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本研究は、電力価格と発電原価の将来予測モデルを提案し、電力価格と BCP価値を考慮

した発電原価を 2031 年から 2050 年までの 20 年間の長期にわたって比較することで、半

導体業界において常用発電導入を検討する事業者への導入の方向性を示し、常用発電導入

判断指針を提示することを目的としている。 

 

２． 電力価格と発電原価の長期予測 

２－１． 電力価格と発電原価の比較手法 

本章では、電力価格と発電原価の予測方法について述べる。本節では、まず電力価格と

発電原価の計算手法を説明する。 

電力価格と発電原価の計算手法を図2-1に示す。電力価格の算出は、2022年を基準とし、

2030 年以降の燃料価格、火力発電比率、H2または NH3発電比率、および非火力発電比率の

各変動を考慮してFIT賦課金および炭素税による価格上昇分を加算する。2031 年から 2050

年までの 20 年間の平均値を求める。2031 年を開始年としているのは、現在から検討を開

始し、環境アセス等を経て導入できる現実的な時期と考えたからである。これらの手順を

図 2-1の Step A-1～Step A-6に示す。発電原価の算出は、2022年電力価格と発電原価を

同等と仮定し、2030年以降の燃料価格変動を考慮の上、炭素税による原価上昇分を加算す

る。2031 年から 2050 年までの 20 年間の平均値を求める。これらの手順を図 2-1 の Step 

B-1～Step B-5に示す。最後に、為替レート、ならびに炭素税を変数とし、電力価格と発

電原価を比較し、半導体業界として常用発電導入のための境界条件を算出する。 

“20年間”という数値は、導入する燃料電池やガスエンジンコージェネの設備の想定さ

れる寿命である。したがって、事業者が常用発電を導入する判断をおこなうためには、20

年間にわたる予測値を算出し、それを平均化して電力価格と発電原価を比較する必要があ

る。 

また，筆者が所属する企業は中部地方にあり，実際に半導体事業者は，その土地での電

力価格を予測する必要があるため，諸元値（電力構成比率、電力価格やガス価格など）は

中部地方の値を用いる。各数値の有効数字は、計算を小数点以下二桁まで行い、一桁で表

記する。このため、一部合計値が一致しない場合がある。 
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図 2-1 電力価格と発電原価の比較手法 

 

ここで、半導体業界における常用発電稼働率について述べる。通常の常用発電運転では、

図 2-2(a)に示すように、運転時間の中で出力が昼は100 %だが、夜中は稼働率が下がる。

そのためガスエンジンコージェネでは、利用率向上のため電気優先か、熱優先で運転され

ることが多く、その運転制御の方法が研究対象になりやすい。その負荷率は約 50～80 %で

ある。しかし半導体業界では、図2-2(b)に示すとおり、昼夜・季節を問わず電力需要がほ

ぼ一定であり、電力負荷も非常に大きいため、長期メンテナンスの場合を除き、負荷率100 %

で運転でき、稼働率も（長期メンテナンスの場合を除き)年間を通じて100 %である。これ

らは本研究が従来の研究と異なる点の一つである。 

 

2022年 電力価格 実績値

2030年以降
電力価格 予測値

2030年以降
発電原価 予測値

電力価格 発電原価

非火力発電比率上昇による電力価格
上昇分を加算

Step A-1

Step A-2

Step A-3

Step A-4

Step A-5

FIT賦課金を加算

炭素税価格上昇分を加算

火力発電比率の変動を考慮し，平均燃
料価格を2030年以降予測値に変更

H2またはNH3発電比率上昇による電力
価格上昇分を加算

Step B-1

Step B-2

Step B-3

Step B-4

2022年電力価格実績値と都市ガス専焼
発電原価と同等と仮定

発電原価から22年燃料費用を差し引い
た値を設備費・保守費相当分の固定値
である『その他』とおく

2030年以降の都市ガス・ H2 ・ NH3燃
料費用予測値に『その他』固定値を加
算する

燃料に都市ガスを使用する場合，炭素
税原価上昇分を加算

Step C

比較
境界条件導出

2031年～2050年の数値を平均する

Step A-6

2031年～2050年の数値を平均する

Step B-5
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図 2-2 コージェネ運転負荷率の業界による差異 

 

２－２． 電力価格の予測手法 

本節では、電力価格の予測手法の詳細について述べる。 

各月の中部地方特別高圧電力販売価格[21]は、各月の平均燃料価格（以下、平均燃料価

格)と相関がある。各月の平均燃料価格X31 (千円/kℓ)の算出式は、式(1)と共に公表されて

いる[20]。ここで、LNGは液化天然ガスを指し、気体天然ガス（以下、天然ガス)と区別し

ている。 

 

X31＝αX01＋βX11＋γX21                           (1) 

X01：各月の原油燃料価格 (千円/kℓ) 

X11：各月のLNG燃料価格 (千円/t) 

X21：各月の石炭燃料価格 (千円/t) 

α＝0.0275 

β＝0.4792 t/kℓ 

γ＝0.4275 t/kℓ 

 

各月の電力価格 X41 (円/kWh)と、平均燃料価格 X31 については、（Data が存在してい

る)2016年 4月から 2023年 3月までのDataを付録表1に記載し、それらの相関を、図2-

3と式(2)に示す。 
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図 2-3 電力価格X41に対する平均燃料価格X31 (千円/kℓ) 

 

X41＝0.203 X31＋5.140                           (2) 

 

2016 年以降の Data を活用しているのは、文献[21]に 2016 年以降の Data が掲載されて

いたことと、式(2)の R2=0.9944と極めて高い数値であったため、十分に信頼に値する関係

式が得られると考えた。また、R2=0.9944と極めて高い数値であるのは、電力会社が平均燃

料価格に対して忠実に料金反映しているため、と考えている。 

2022年の電力価格は20.2円/kWhであった[21]。ここに、FIT賦課金として3.5 円/kWh

が付加され[21]、2022年電力価格は23.7円/kWhとなる。 

ここで、FIT 賦課金について説明する。再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会

社が一定価格で一定期間買い取ることを国が約束する。これを「再生可能エネルギーの固

定価格買取制度」という。固定価格買取制度で、再生可能エネルギー電気の買い取りに要

した費用をまかなう必要がある。FIT 賦課金は、そのために電気の使用者が支払う代金の

ことである。 

図 2-3に示す 15.1円/kWhは、2022年燃料費用（電力価格や発電原価のうち、燃料価格

相当分)である。これは、2022 年 FIT賦課金付加前の電力価格20.2円/kWhから、式(2)の

切片である固定費成分（以下、「その他」と表現する)5.1円/kWhを引いた値である。燃料

価格と燃料費用を区別している。なお、式(2)は付録表 1に示す、各月の数値同士の関係式

である。 

2030年、2040年の燃料価格の将来予測については、IEA（International Energy Agency)

が予測した以下の４つのシナリオ（新政策、現行政策、450、低油価)がある[21]。 
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・新政策シナリオ：各国で採用されようとしている確度の高いエネルギー・環境政策の

実施を前提としたシナリオ 

・現行政策シナリオ：今までのトレンドに大きな変化を織り込まないシナリオ 

・450シナリオ：温室効果ガスの大気中濃度を450 ppm 以下にするシナリオ 

・低油価シナリオ：石油価格は10年代まで50 $/バレル前後の水準にとどまり、その後

徐々に上昇に転じ、2040年に 85 $/バレルとなるシナリオ現行政策シナリオ：今まで

のトレンドに大きな変化を織り込まないシナリオ 

表 2-1 に IEA が予測した４つのシナリオによる原料燃料価格[21]の 2030 年、2040 年予

測値を示す。それぞれの燃料の左側の列にドル建て、右側にそれらを円換算した値を右側

示す。1バレル = 159 ℓ、1 MBtu = 17.9 kg-天然ガスとし、2030年以降為替としては、年

平均の為替レートとして最も高かった、2022年平均 131.4円/$を採用した。 

 

表 2-1  IEAが予測した2030年、2040年シナリオの燃料価格 

原油 天然ガス 石炭 

2030年 2040年 2030年 2040年 2030年 2040年 

($/bb) 

X02 

(千円/kℓ)

($/bb) 

X02 

(千円/kℓ) 

($/MBtu) 

X12 

(千円/t) 

($/MBtu) 

X12 

(千円/t) 

($/t) 

X22 

(千円/t) 

($/t) 

X22 

(千円/t) 

新政

策 

113 93.4 128 105.8 13.0 95.4 14.1 103.4 102 13.4 108 14.2 

現行 

政策 

130 107.4 150 123.9 14.9 109.4 16 117.4 115 15.1 123 16.2 

450 97 80.2 95 78.5 11.8 86.6 11 81.5 79 10.4 77 10.1 

低油

価 

70 57.8 85 70.2 10.7 78.5 12 91.0 97 12.7 102 13.4 

 

2030年の電力価格を予測するために、２-１．で述べたStep A-1～A-6を行う。2030年

以降の電力価格Y51の算出式を式(3)に示す。以下、注釈が無ければ、単位は(円/kWh)であ

る。 
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Y51＝X51＋a50＋a51＋a52＋a53＋a54                        (3) 

X51：2030年以降電力価格(火力発電比率変化のみを考慮) 

a50：非火力発電比率上昇による電力価格上昇分 

a51：H2またはNH3専焼発電比率上昇による電力価格上昇分 

a52：FIT賦課金 

a53：炭素税による電力価格上昇分 

a54：CCS火力による電力価格上昇分（CCSについては、後述する) 

 

(1) Step A-1の算出 

Step A-1「火力発電比率の変動を考慮し、平均燃料価格を2030年以降予測値に変更」を

行う。 

各月の原油、LNG、石炭の各燃料価格X01、X11、X21と、為替レートを考慮した各燃料（原

油、天然ガス、石炭)価格X00 (千円/kℓ)、X10 (千円/t)、X20 (千円/t)および、為替レート

を考慮した各燃料(原油、天然ガス、石炭)価格の 6か月前から4か月前までの 3か月平均

値 X02 (千円/kℓ)、X12 (千円/t)、X22 (千円/t)の Data を付録表2(a)～(c)に示す。たとえ

ば 2016 年 4月の 3か月平均値とは、2015 年 11 月から 2016 年 1月までの 3か月平均値を

示す。また、X01と X02、X11と X12、X21と X22の相関をそれぞれ図 2-4(a)～(c)と式(4)～(6)

に示す。数値は、平均燃料価格を算出する上で必要な各要素であることを考慮し、付録表

１の Data と同様に 2016 年 4 月から 2023 年 3 月までの数値を採用した。式(4)～(6)の関

係式は、月ごとの価格同士の関係式であるが、IEAが予測した価格は年単位の数値である。

2030年以降の価格を各式に適用することができるようにするため、本研究では、IEAが予

測した 2030 年燃料価格が月ごとの価格同士の関係式である式(4)～(6)を満たす（2030 年

燃料価格を決める、X00、X10と X20、3か月平均燃料価格 X02、X12と X22は、2030 年燃料価格

と 1 年間同じ値である)と仮定する。それにより、2030 年以降の燃料価格を各式に適用す

ることができる。 
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(a)  原油燃料価格X01 (千円/kℓ)に対する原油価格(為替考慮)X02 (千円/kℓ) 

 

 

(b)  LNG燃料価格X11 (千円/t)に対する天然ガス価格(為替考慮)X12 (千円/t)  

 

(c)  石炭燃料価格X21 (千円/t)に対する石炭価格(為替考慮)X22 (千円/t) 

図 2-4 為替を考慮する燃料価格に対する各燃料価格 
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X01＝0.985 X02＋2.169                           (4) 

X11＝0.894 X12－0.680                            (5) 

X21＝0.851 X22＋2.625                           (6) 

 

まず、2030年電力価格の試算を行う。火力発電比率は、短期的には燃料価格高騰により、

また長期的には第 6次エネルギー基本計画に基づく政府目標[22]により変動する。 

2020～22 年の発電比率を表 2-2 に示す。表 2-2(a)に電力会社の発電比率を示す。2021

年、2022年は LNG火力が減り、石炭火力が増えている。これは、LNG価格高騰などを受け

て、比較的安価な石炭火力を稼働させていると推測できる。したがって、電力会社の火力

発電比率として、2020～22年の平均値を採用する[23][24][25]。 

ここで、2020～22年平均 18.3 %を占める卸電力の扱いについて述べる。卸電力とは他社

から買ってくる電力を指す。2020～22年の日本の発電比率と、その平均値を表 2-2(b)に示

す。この18.3 %を表 2-2(b)に示す日本の発電比率の平均値[26]の比率で分配し、その結果

を表2-2(b)「18.3 %分配比率」に示す。表2-2(a)の 2020～22年平均発電比率に、18.3 %

分配比率を加算した結果を表2-2(a)「加算結果」として示す。 

 

表 2-2 2020～22年の発電比率 

(a) 電力会社2020～22年発電比率と平均値 

電源 2020年(%) 2021年(%) 2022年(%) 平均(%) 加算結果(%) 

火力 

発電 

石油 1 1 0 0.7 1.1 

LNG 54 42 42 45.7 53.1 

石炭 15 21 22 19.3 25.7 

非火力

発電 

水力 5 5 5 5.0 6.8 

再エネ 11 11 11 11.0 12.2 

原子力 0 0 0 0.0 1.1 

卸電力等 14 21 20 18.3 － 
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(b) 2020～22年の日本の発電比率と平均値 

電源 2020年(%) 2021年(%) 2022年(%) 平均(%) 
18.3 %分配比率 

(%) 

発電

構成

比率 

石油 1.7 2.4 2.3 2.2 0.4 

LNG 41.9 37.0 36.3 38.4 7.4 

石炭 32.5 32.7 33.7 33.0 6.4 

水力 10.0 9.9 10.0 10.0 1.8 

再エネ 5.7 6.3 7.2 6.4 1.2 

原子力 4.4 7.9 6.4 6.2 1.1 

 

本研究では2030年の各発電比率を、火力58.1 %（石油火力は0 %)、原子力13.2 %、再

生可能エネルギー（水力を含む)28.7 %とし、水素またはアンモニア発電は0 %とした。ま

た、CO2総排出量3,273 万 t-CO2とおいた[27]。 

2030年火力発電量＝784.4 億 kWh 

石炭火力 CO2排出係数＝930 g-CO2/kWh 

LNG火力  CO2排出係数＝296 g-CO2/kWh 

また、火力発電比率58.1 %のうちの石炭火力発電比率をa55とおくと、石炭火力発電と

LNG 火力発電から排出される CO2量の関係式(7)より a55＝ 0.191 を得る。すなわち、2030

年火力発電比率58.1 %のうち、LNG火力発電比率は 47.0 %、石炭火力発電比率は11.1 %

となる。 

 

7,844 {0.930 a55+0.296 (1-a55)}＝3,273                   (7) 

 

表 2-2(a)より、石油火力、LNG火力と石炭火力の各発電比率は、2020～22年平均それぞ

れ 1.1 %、53.1 %と 25.7 %であり、2030年はそれぞれ 0 %、47.0 %と 11.1 %である。2030

年以降の平均燃料価格X61 (千円/kℓ)を式(8)で算出する。ここで発電比率に比例して式(9)、

式(10)にてβ’、γ’を算出して式(8)に反映させる。 
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X61＝α’X62＋β’X63＋γ’X64                       (8) 

X62：2030年以降予測原油燃料価格 (千円/kℓ) 

X63：2030年以降予測LNG燃料価格 (千円/t) 

X64：2030年以降予測石炭燃料価格 (千円/t) 

α’＝0 

 β’＝β X65/53.1 t/kℓ                                (9) 

γ’＝γ X66/25.7 t/kℓ                                (10) 

 X65：2030年以降のLNG火力発電比率 

X66：2030年以降の石炭火力発電比率 

 

式(8)を用い、表2-1に記す 4つのシナリオについて 2030年平均燃料価格X61を算出し、

その後式(2)と同様に式(11)を用いて 2030 年電力価格（火力発電比率変化のみを考慮)X51 

(円/kWh)を算出した。その結果を表2-3に示す。  

 

X51＝0.203 X61＋5.140                          (11) 

 

表 2-3 2030年火力発電比率を考慮した電力価格 

年 シナリオ 平均燃料価格 X61 (千円/kℓ) 電力価格 X51 (円/kWh) 

2030 

新政策 38.5 13.0 

現行政策 44.0 14.1 

450 34.7 12.2 

低油価 32.0 11.6 

 

上述の４つのシナリオのうち、電力価格の最高値は現行政策シナリオ、電力価格の最安

値は低油価シナリオであるため、以降はこの２つのシナリオについて検討を進める。 

 

(2) Step A-2の算出 

Step A-2「非火力発電比率の上昇による電力価格上昇分を加算」を行う。a50の算出式を、

式(12)に示す。 
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 a50＝a56＋a57                              (12) 

a56：再生可能エネルギー発電比率の上昇による電力価格上昇分 

a57：原子力発電比率の上昇による電力価格上昇分 

 

また a56の算出式を、式(13)に示す。 

ここで、電力構成比率が1 %上下するごとの電力価格変化を感度と呼ぶ。 

 

a56＝Σa58 a59                               (13) 

a58：再生可能エネルギー各電源の発電比率変化 

a59：再生可能エネルギー各電源の感度 

 

2030 年の電力会社の発電比率について、今後 2030 年まで水力発電の建設計画がほぼ変

わらない[28]ことから、出力は2030年以降でも6.8 %が維持されることとした。Step A-

1 で述べたように、水力を含む再生可能エネルギー発電比率は28.7 %なので、水力発電比

率を除く残りの21.9 %を、地熱、バイオマス、風力と太陽光で構成される再生可能エネル

ギー発電比率とFIT電気比率の和とした。また、この比率は2020～22年平均で12.2 %で

あることから、新たに構築される再生可能エネルギー発電の比率は、9.7 %である。以上の

結果を表2-4に示す。 

 

表 2-4 2020～22年平均と 2030年の電力会社発電比率 

電源 平均（その他配分後)(%) 2030年(%) 発電比率変化(%) 

発電 

石油 1.1 0.0 ▲1.1 

LNG 53.1 47.0 ▲6.1 

石炭 25.7 11.1 ▲14.6 

水力 6.8 6.8 0.0 

再エネ 
12.2 21.9 9.7 

FIT電気 

原子力 1.1 13.2 12.1 
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一方、2030 年の水力以外の再生可能エネルギー発電比率とその電力価格 a59を表 2-5 に

示す[29]。 

 

表 2-5 2030年再生可能エネルギー発電比率と電力価格 

電源 
再エネ発電比率(%) 電力価格 a59 (円/kWh) 

最小値 最大値 最安値 最高値 

地熱 1 17.4 

バイオマス 5 14.1 29.8 

風力 5  9.9 26.1 

太陽光 14 16  8.2 11.8 

 

表 2-5に示す再生可能エネルギー発電比率を元に、上述の9.7 %を分配する。表2-5で

太陽光発電比率が 14～16 %に変化すると、４つの再生可能エネルギー発電比率合計は 25 

～27 %となる。これより、表 2-5で太陽光発電が14 %ならば、太陽光発電比率は 14/25=0.56

となる。9.7 %をこの比率で分配すると、太陽光発電比率a58は5.4 %となる。 

同様に表 2-5の太陽光発電比率を変化させながら、各再生可能エネルギー発電比率を求

め、式(13)の a59に表2-5の最安値、最高値の値を代入する。これより、再生可能エネルギ

ー発電比率上昇による電力価格上昇分 a56 は、非火力発電比率の変化 Σa58 に対して、%ご

との感度として最安値では 0.0995円/kWh %、最高値では0.185円/kWh %と計算できてお

り、式(14)(15)でそれぞれ算出できる。 

 

a56＝0.0995 Σa58                              (14) 

a56＝0.185 Σa58                               (15) 

 

次に、原子力発電比率の上昇による電力価格上昇分 a57の算出式を、式(16)に示す。 

 

a57＝a60 a61                                (16) 

a60：原子力発電の比率変化 

a61：原子力発電再稼働時の感度 
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原子力発電比率変化a60は表2-4に示すとおり、12.1 %である。2030年原子力発電の電

力価格は 11.7 円/kWh である[29]が、東海地方の電力会社は原子力発電所を保有している

ため、原子力発電所建設費用は不要である。したがって、原子力発電所建設に伴う電力価

格をa62 (円/kWh)とすると、原子力発電再稼働時の電力価格（感度a61の 100倍）の算出式

は、式(17)となる。 

 

100 a61＝11.7－a62                              (17) 

 

a62の算出式を、(18)に示す。 

 

a62＝a63/(8,760 a64 a65)                           (18) 

a63：原子力発電所建設費 (円/kW) 

a64：原子力発電所稼働年数 (年)  

a65：原子力発電所稼働率 

 

8,760は、1年間の時間数である。原子力発電所建設費 a63は 420千円/kW 、稼働年数a64

は 60年[17]、稼働率a65は 0.7と仮定する[29]と、原子力発電所建設に伴う電力価格a62＝

1.1円/kWhとなる。 

したがって、原子力発電の再稼働時の電力価格 a61 は、式(17)により 100 a61＝10.6 円

/kWhとなる。また、原子力発電比率上昇に伴う電力価格上昇分a57は、式(16)により、2030

年 a57＝1.3 円/kWh となる。原子力発電比率上昇に伴う 2030 年以降の a57は、式(16)と a61

の計算結果により、式(19)により算出できる。 

 

a57＝0.106 a60                               (19) 

 

(3) Step A-3の算出 

Step A-4「H2または NH3発電比率の上昇による電力価格上昇分を加算」を行う。2030年

については、H2またはNH3発電比率＝0 %である[27]。 

2050年には H2またはNH3発電比率がシナリオによるが、最大18 %の予測がある。そのた

め、H2または NH3発電比率に応じた、H2または NH3発電比率上昇に伴う電力価格 a51を算出
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する式が必要である。ここで、H2発電電力価格を a661、H2発電比率を a681、NH3発電電力価

格をa662、NH3発電比率をa682とする。 

政府が述べている、H2発電における H2発電電力価格 a661と、H2燃料価格 a671との関係に

ついて、表2-6にまとめた[30]。そこから、式(20)が算出される。そしてH2発電比率上昇

に伴う電力価格a511は、H2発電電力価格a661とH2発電比率a681の積、式(21)で算出される。 

 

表 2-6 H2発電電力価格と H2燃料価格の関係 

H2燃料価格 a671 (円/Nｍ３- H2) H2発電電力価格 a661 (円/kWh) 

100 57 

30 17 

20 12 

 

a661＝0.4997 a671＋2.040                           (20) 

a511＝a661  a681                               (21) 

 

NH3発電についても、上記式(20)(21)において、NH3燃料費a672をa671に、NH3発電電力価

格 a662を a661に、そして、NH3発電比率a682を a681に代入することで、同様にNH3発電比率上

昇に伴う電力価格 a512 を計算できる。H2 発電と NH3 発電の発電比率の割合は明確ではない

ため、最安値は全量NH3発電の場合、最高値は全量H2発電の場合とする。 

 

(4) Step A-4の算出 

Step A-4「FIT賦課金 a52を加算」を行う。FIT賦課金については、図2-5に示されるよ

うな傾向にある（[21]の Dataに基づき作成)。 
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図 2-5 年別 FIT賦課金 

 

FIT 賦課金の 2030 年予測値 a52 については、電力中央研究所が予測した、3.5～4.1 円

/kWhを引用する[31]。 

 

(5) Step A-5の算出 

Step A-5「炭素税による電力価格上昇分a53を加算」を行う。a53 (円/kWh)の算出式を、

式(22)に示す。 

 

a53＝(a71－0.289) a69/a70                          (22) 

a69：年間CO2排出量 (t-CO2/年) 

a70：年間総発電量 (kWh/年) 

a71：炭素税 (千円/t-CO2) 

 

2022 年の炭素税は 0.289 千円/t-CO2であり、2050 年を目指した炭素税 a71 は 7.7 千円

/t-CO2である[32]。炭素税については、2030年最安値では0.289千円/t-CO2、最高値は7.7

千円/t-CO2とした。2030年～50年の考え方はStep A-6にて詳述する。2030年に炭素税a71

が 7.7 千円/t-CO2の場合、予測される年間総発電量 a70は 1,350 億 kWh、CO2排出量 a69は

3,273 万 tである[27]ことから、式(22)によりa53＝1.8円/kWhとなる。 

・CCS火力 

「CCS」とは、「Carbon dioxide Capture and Storage」の略で、「二酸化炭素回収・貯留」

技術と呼ばれる。発電所や化学工場などから排出された CO2 を、ほかの気体から分離して
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集め、地中深くに貯留・圧入する技術である。2050年 Net Zero Carbonを達成しようとす

ると、火力発電で発生する CO2は CCS技術を用いて Net Zero Carbon化されることを前提

と考える。 

内閣府の、令和2年1月開催の統合イノベーション戦略推進会議決定資料[34]によると、

CCSの費用として、2030年には2.0千円/t-CO2、2050 年には 1.0千円/t-CO2を目指す、と

いう目標値があるので、それを適用した。この数値も2030年から50年の間は線形に変化

すると仮定する。 

CCSによる電力価格増加分a54は CCS費用 a72 (千円/t-CO2)、CCS火力適用比率 a73を用い

て、式(23)により算出できる。CCS火力適用比率a73については後述する。 

 

a54＝a73 a68/a69                               (23) 

 

(6) Step A-6の算出 

以上、2030年について、各数値の算出を行った。実際には、2031年から 50年までの20

年間の数値を平均化する必要がある。そこで、まず 2050 年での各数値について整理を行

う。 

 

・電源構成比率：これについては複数のシナリオが提示されている[33]。各シナリオに

ついて表2-7にまとめる。 

 

表 2-7 各シナリオによる2050年電源構成比率 

 RITE 

国立 

環境 

研究所 

自然エネル

ギー財団 

デロイト 

トーマツ 

日本 

エネルギー

経済研究所 

再エネ(%) 54 74-76(75) 100 70 50 

原子力(%) 10 8-9(8.7) 0 10 13 

CCS火力(%) 23 9-10(9.7) 0 20 19 

H2・NH3(%) 13 5-7(6.7) 0   0 18 

 

本研究では、上記５つのシナリオについて検討する。国立環境研究所シナリオについて
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は、合計が100 %になるように()内の数値にて検討を行う。 

このとき、2030 年電源構成比は表 2-2 で示した電力会社の数値を用い、2031 年～50 年

の各年の数値は、線形に変化すると仮定する。 

 

・燃料価格 

燃料価格については、表2-1で示されるようにIEAが予測しているが、2030年、2040年

までしか提示されていない。2050年の予測値は、2030年、2040年の値から外挿する。 

また、H2、NH3の燃料価格ついては、日本エネルギー経済研究所の予測値[35]用いた。そ

の数値については、計算に必要な諸元として表2-8にて後述する。 

一方、H2、NH3の燃料価格については、値差補填[36]有・無を考慮する必要がある。値差

補填とは、燃料転換を進めるために、現状は非常に高い H2や NH3価格を抑えるため、H2は

LNG、NH3 は石炭のパリティ価格と同等とする、というものである。パリティ価格とは、H2

と比較して、同じ熱量もしくは仕事を得るのに必要な燃料の市場価格である。H2について

は、2022 年 9 月の LNG 販売価格 164.9 千円/t をもとに、39 円/Nm3-H2、NH3については、

2022 年 9 月の一般炭販売価格 53.3 千円/t をもとに 26 円/Nm3-H2とされている。販売価格

に応じて価格が変動する。また、値差補填は15年である[34]。すなわち、値差補填有の場

合、20年間のうち、15年間は燃料費の価格高騰が抑えられることになる。 

LNG 販売価格 X13と、為替考慮天然ガス燃料費 X10の 2016 年 4月から 2023 年 3月までの

Data を付録表 3(a)に、相関を図 2-6(a)、式(24)に示す。また、値差補填ありの場合の H2

燃料価格 a741 (円/Nm3-H2)の算出式を式(25)に示す。一般炭販売価格 X23と、為替考慮石炭

燃料費X20のDataを付録表 3(b)に、相関を図2-6(b)、式(26)に示す。値差補填ありの場合

の NH3 燃料価格a742 (円/Nm3-H2)の算出式を式(27)に示す。 

 

X13＝0.8428 X10＋1.7251                             (24) 

a741＝39 (X13/164.9)                                  (25) 

X23=0.9357 X20－1.3309                               (26) 

a742＝26 (X23/53.3)                                   (27) 

 

これら、a741や、a742を式(20)に代入することで式(21)により、H2または NH3発電による

価格上昇分a51を計算することができる。 



23 

 

 

 

図 2-6(a)  LNG販売価格に対するX13為替考慮天然ガス燃料価格X10  

 

 

図 2-6(b)  一般炭販売価格 X23 に対する 為替考慮石炭燃料価格X20 

 

・FIT賦課金 

2030年以降について、電力中央研究所は「2030年以降、FIT導入当初に認定された設備

の買取期間が順次終了することで、買取総額の低下が見込まれる。しかし、現時点で割高

な洋上風力の導入とコストダウンの動向が不明確であること等もあり、2030年以降、買取

総額が低下するとは限らない」と述べている[31]。そのため、本研究では、最高値につい

ては、2030年から 2050年にかけて、4.1円/kWhを維持するケースとした。また、2013年

環境省の「2050年再生可能エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検証検討報告書（本

編 5章)」によると、2030年をピークに20年間にわたり、FIT金額を 0にする、となって

いる[37]ことから、最安値としては、2030年 3.5円/kWhから 20年間をかけて0円/kWhと

するケースを適用することとした。 

0

50

100

150

200

0 50 100 150 200 250

L
N
G販

売
価

格
X 1

3

（
円
/
ℓ）

天然ガス価格（為替考慮） X10（千円/t）

0

20

40

60

80

0 20 40 60 80

一
般
炭
販

売
価
格

X 2
3

（
千
円

/
t
）

平均石炭価格（為替考慮） X20（千円/t）



24 

 

・炭素税とCCS： 

炭素税については、負荷を徐々にあげることも想定される[38]。最安値では 2030 年は

0.289千円/t-CO2、2050年を 7.7千円/t-CO2とした。また、最高値は2030年～50年を 7.7

千円/t-CO2とした。 

ここで、CCS火力に注目しなければならない。CCS火力の比率が上がれば、結果的に排出

CO2 は減少するため、炭素税による価格上昇分 a53 は、2030 年は(22)式で算出できるが、

2031年以降はCCS火力適用比率a73を用いて、式(28)で算出できる。 

 

a53＝(a71－289)（1－a73）a69/a70                      (28) 

 

CCS適用割合 a73が増加すると、炭素税は減少する。シミュレーションを行った結果、CCS

と炭素税の最安値は、2031～50年 CCS適合割合a73＝1で、炭素税が0の場合である。最高

値はCCS適合割合 a73が 2031～49年までは a73＝0で、2050 年で a73＝1となる場合である。 

 

・電力価格算出に必要な諸元 

2030 年、2040 年、2050 年で電力価格の算出に必要ないくつかの諸元を表 2-8 にしてまと

める。 
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表 2-8 電力価格算出に必要な諸元 

（a） 共通の諸元 

年 2030 2040 2050 

燃料費 

3か月平均LNG(千円/t)X11 69.5 80.6 91.8 

3か月平均石炭(千円/t)X21 13.5 14.0 14.6 

補填有 NH3(円/Nm3-H2)a742 6.8 7.1 14.5 

補填無 NH3(円/Nm3-H2)a672 32.2  33.2 34.5  

電力 

価格 

CCS(千円/t-CO2)a72 2.0 1.5 1.0 

CCS適用割合 a73 1 1 1 

FIT賦課金(円/kWh)a52 3.5 1.8 0 

炭素税(千円/t-CO2)a71 0.289 4.0 7.7 

 

燃料費 

3か月平均LNG(千円/t) X11 97.0 104.3 111.5 

3か月平均石炭(千円/t) X21 15.5 16.4 17.3 

補填有 H2(円/Nm3-NH3) a741 22.3 23.9 39.4 

補填無 H2(円/Nm3-H2) a671 61.7 49.9 39.4 

電力 

価格 

CCS(千円/t-CO2)a72 2.0 1.5 1.0 

CCS適用割合 a73 0 0 1 

FIT賦課金(円/kWh)a52 4.1 4.1 4.1 

炭素税(千円/t-CO2)a71 7.7 7.7 7.7 

 

  

最 

安

値 

最 

高 

値 
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(b)RITEシナリオ 

年 2030 2040 2050 

 

電源構成

比率 

(%) 

(CCS)火力発電比率 58.1 40.6 23.0 

再生可能エネルギー発電比率(含水力) 28.7 41.4 54.0 

原子力発電比率 13.2 11.6 10.0 

H2・NH3発電比率 0.0 6.5 13.0 

β‘ 0.4242 0.2960 0.1679 

γ‘ 0.1846 0.1285 0.0724 

最安値 
平均燃料価格(千円/kℓ)X31 

32.0 25.7 16.5 

最高値 44.0 33.0 20.0 

 

(c)国立環境研究所シナリオ 

年 2030 2040 2050 

 

電源構成

比率 

(%) 

(CCS)火力発電比率 58.1 33.9 9.7 

再生可能エネルギー発電比率(含水力) 28.7 51.9 75.0 

原子力発電比率 13.2 10.9 8.7 

H2・NH3発電比率 0 3.3 6.7 

β‘ 0.4242 0.2474 0.0706 

γ‘ 0.1846 0.1075 0.0304 

最安値 
平均燃料価格(千円/kℓ)X31 

32.0 21.5 6.9 

最高値 44.0 27.6 8.4 
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(d)自然エネルギー財団シナリオ 

年 2030 2040 2050 

 

電源構成

比率 

(%) 

(CCS)火力発電比率 58.1 29.1 0.0 

再生可能エネルギー発電比率(含水力) 28.7 64.4 100 

原子力発電比率 13.2 6.6 0.0 

H2・NH3発電比率 0.0 0.0 0.0 

β‘ 0.4242 0.2121 0.0 

γ‘ 0.1846 0.0923 0.0 

最安値 
平均燃料価格(千円/kℓ)X31 

32.0 18.4 0.0 

最高値 44.0 23.6 0.0 

 

(e)デロイトトーマツシナリオ 

年 2030 2040 2050 

 

電源構成

比率 

(%) 

(CCS)火力発電比率 58.1 39.1 20.0 

再生可能エネルギー発電比率(含水力) 28.7 49.4 70.0 

原子力発電比率 13.2 11.6 10.0 

H2・NH3発電比率 0.0 0.0 0.0 

β‘ 0.4242 0.2851 0.1460 

γ‘ 0.1846 0.1238 0.0630 

最安値 
平均燃料価格(千円/kℓ)X31 

32.0 24.7 14.3 

最高値 44.0 31.8 17.4 
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(f)日本エネルギー経済研究所シナリオ 

年 2030 2040 2050 

 

電源構成

比率 

(%) 

(CCS)火力発電比率 58.1 38.6 19.0 

再生可能エネルギー発電比率(含水力) 28.7 39.4 50.0 

原子力発電比率 13.2 13.1 13.0 

H2・NH3発電比率 0.0 9.0 18.0 

β‘ 0.4242 0.2814 0.1387 

γ‘ 0.1846 0.1222 0.0598 

最安値 
平均燃料価格(千円/kℓ)X31 

32.0 24.4 13.6 

最高値 44.0 31.3 16.5 

 

２－３． 常用発電原価予測 

本節では、常用発電原価の予測方法について詳細を述べる。 

ガス会社のLNG平均燃料価格公表値[39]と、中部・北陸地方工業用都市ガス販売価格(以

下、都市ガス価格)[21]を用いる。Data が存在する 2017 年 4 月から 2023 年 3 月までの都

市ガス価格X71 (円/m3)と LNG 平均燃料価格X11の Data を付録表4に、それらの相関を図2-

7 と式(29)に示す。2017 年以降の Data を活用しているのは、文献[21]に 2017 年以降の

Dataが掲載されていたことと、式(29)の R2=0.9489 と高い数値であったため、十分に信頼

に値する関係式が得られると考えた。また、R2=0.9489 と高い数値であるのは、ガス会社が

平均燃料価格に対して忠実に料金反映しているため、と考えている。 

 

 

図 2-7 都市ガス価格X71 (円/m3)に対するLNG平均燃料価格X11 (千円/t) 
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X71＝0.673 X11＋20.2                          (29) 

 

常用発電の種類については、ガスエンジンコージェネおよび燃料電池を採用する。また、

それぞれの常用発電の燃料ガス種について、都市ガス専焼、NH3専焼と H2専焼の 3 種類を

検討する。 

都市ガス専焼の場合のガスエンジンコージェネおよび燃料電池の発電原価Y811 (円/kWh)

の算出式を、式(30)に示す。 

 

Y811＝X81＋a81＋a82－a83                          (30) 

X81：燃料費用 

a81：固定費 

a82：炭素税による発電原価上昇分 

a83：（ガスエンジンコージェネの場合)省エネによる炭素税減少分 

 

その他 a81の要素と算出式を、式(31)に示す。 

 

a81＝a84＋a85－a86－a87                           (31) 

a84：減価償却費（稼働率によって変化する） 

a85：メンテ費（人件費含む) 

a86：基本料金削減分 

a87：（ガスエンジンコージェネの場合)電気料金削減分 

 

燃料費用X81の算出式を、式(32)に示す。 

 

X81＝0.0902 X71/a88                          (32) 

a88：発電効率 発電効率a88は補機（ガスエンジンコージェネ3 %、燃料電池1 %)を

含む数値 

 

ここで 0.0903 m3/kWhは、1 kWhのエネルギーと同等の熱量を有する都市ガス量である。 

H2またはNH3専焼の場合のガスエンジンコージェネおよび燃料電池の発電原価をY812 (円
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/kWh)とすると、発電原価Y812の算出式を、式(33)に示す。 

 

Y812＝X81＋a81－a83                           (33) 

X81：燃料費用 

a81：固定費（常用発電の稼働率はこの数値に反映される） 

a83：(ガスエンジンコージェネの場合)省エネによる炭素税減少分 

次に、2030年の発電原価を予測するため、２-１．で述べたStep B-1～B-5を行う。 

 

(１) Step B-1、Step B-2の実行 

Step B-1と Step B-2を行う。2022年都市ガス価格は 98.0円/m3であり[21]、表 2-9の

発電効率a88と式(21)を用いると、2022年燃料費用X81を計算できる。ガスエンジンコージ

ェネと燃料電池の（補機を含む)発電効率は、現時点で最も高い性能の値を用いた。表2-9

に示すように、2022年燃料費用X81は、都市ガス専焼のガスエンジンコージェネで18.4円

/kWh、および燃料電池で 15.9 円/kWh となる。2022 年の電力価格は 23.7 円/kWh である。

そして、Step B-1：「2022 年電力価格実績値と都市ガス専焼発電原価が同等と仮定」し、

Step B-2：「発電原価から 2022 年燃料費用 X81を差し引いた値を設備費・保守費相当分の

固定値である『その他a81』とおく」。それらの結果を表2-9に示す。 

「2022 年電力価格実績値と都市ガス専焼発電原価が同等と仮定」する理由を説明する。

本研究はあくまで Kioxia 単体というよりも半導体事業者のための研究である、という背

景を有する。固定費に当たるその他a81を、実際の数値で計算することは可能である。しか

しながら、実際に常用発電電機を導入する場合、減価償却費a84の内容としては、発電機、

発電機を覆う建物（BCP 電源として考える場合、免震構造や精神構造等、大地震でも耐え

うる構造を有することが要求される)、自送線（BCP電源として考える場合は、系統電力送

電線ではなく、別に発電機から事業所内の変電所まで送電できる自前の送電線)、および必

要な事業所内燃料ガス配管整備費などである。こうしたファシリティ施設の整備は当然、

事業所や事業形態によって異なり、したがってその設備費用の変動も大きいことが想定さ

れる。一方、その他 a81を表 2-9 に示す数値で仮に置いたとしても、2022 年電力価格と発

電原価を同等とおくことで、2022年より投資が行いやすいかどうかを判断しやすくするた

めである。これらの理由により、「発電原価から 2022 年燃料費用 X81 を差し引いた値を設

備費・保守費相当分の固定値である『その他a81』とおく」というStepを設けた。 
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本来は、発電機器の稼働率の議論もするべきだが、本研究の前述の仮定では固定費a81に

は、すでに発電機器の稼働率が含まれている。実際の計算では稼働率が固定費に影響する。 

 

表 2-9 都市ガス専焼常用発電の各数値 

 発電効率a88 
2022年燃料費用 

X81 (円/kWh) 

その他 

a81 (円/kWh) 

合計 

(円/kWh) 

ガスエンジン 

コージェネ 
0.480 18.4 5.3 23.7 

燃料電池 0.554 15.9 7.7 23.7 

 

(２) Step B-2の算出 

都市ガス専焼の場合、表2-1に示したLNG 3か月平均値X11、式(29)と式(32)を用いて都

市ガス専焼の2030年都市ガス燃料費用X81が計算できる。 

H2 または NH3 専焼の場合、燃料価格は値差補填有では、式(22)から式(25)を用いて計算

できる。燃料費用 X81については、２-２．(6)で記したように、「H2については、2022 年 9

月のLNG販売価格164.9千円/tをもとに、39円/Nm3-H2、NH3については、2022 年 9月の一

般炭販売価格 53.3 千円/t をもとに 26 円/Nm3-H2 とされている。」H2 については、熱量を

12.9 MJ/Nm3とおいており、3,601 kJ＝1 kWhのため、LNG 39円/Nm3-H2 は 10.886円/kWh 

と等価であり、石炭 26円/Nm3-H2は 7.258円/kWh と等価である。したがって、H2、NH3の

燃料費用X81は H2や NH3の燃料価格a74 (円/Nm3-H2)を用いて、式(34)で算出できる。 

 

X81＝0.279 a74/a88                             (34) 

 

ここで、0.279は 10.886円/kWhを 39円/Nm3-H2、または7.258円/kWhを 26円/Nm3-H2で

割った数値である。 

値差補填無しでは、表2-8の値を適用できるため、同じく式(34)を用いて算出できる。 

算出した結果を表2-10に示す。 
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表 2-10 常用発電燃料費用 X81 

  
都市ガス専焼 

(円/kWh) 

NH3専焼 

(円/kWh) 

H2専焼 

(円/kWh) 

ガスエンジンコ

ージェネ 

最安値値差補填有 
14.0 

8.1 13.9 

最安値値差補填無 19.4 28.9 

最高値値差補填有 
17.0 

8.6 16.3 

最高値値差補填無 19.4 28.9 

燃料電池 

最安値値差補填有 
12.2 

7.0 12.0 

最安値値差補填無 16.8 25.0 

最高値値差補填有 
14.7 

7.4 14.1 

最高値値差補填無 16.8 25.0 

 

(３) Step B-3の算出 

Step B-3「2030年の都市ガス・NH3およびH2燃料費用予測値X81に『その他a81』の固定

値を加算」を行う。  

 

(４) Step B-4の算出 

Step B-4「燃料に都市ガスを使用する場合、炭素税による発電原価上昇分a82を加算」を

行う。都市ガス専焼ガスエンジンコージェネの CO2排出係数(式(22)における、a69/a70)は、

413 g-CO2/kWh、また、都市ガス専焼燃料電池は358 g-CO2/kWhとした。CO2排出係数は、

NH3混焼量増加に伴い減少する。炭素税による発電原価上昇分 a82を、式(22)を用いて算出

した結果を表2-11に示す。H2またはNH3専焼発電はCO2を排出しないため、a82＝0である。 
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表 2-11 常用発電炭素税による発電原価上昇分a82 

  
都市ガス専焼 

(円/kWh) 

NH3専焼 

(円/kWh) 

H2専焼 

(円/kWh) 

ガスエンジンコ

ージェネ 

最安値 1.6 

0.0 0.0 
最高値 3.1 

燃料電池 
最安値 1.4 

最高値 2.7 

 

続いて、コージェネの場合、省エネによる炭素税減少分a83を算出する。 

ここで、ガスエンジンコージェネの省エネについて触れておく。ガスエンジンコージェ

ネのエネルギーの流れを図 2-8に示す。仮にガスエンジンコージェネに都市ガスを20,190 

ｋWいれたら、ガスエンジンコージェネは電気で10,000 kW出力する。この時、発電効率

は（10000/20190＝）49.5 %である。補機3%を考慮すると、ガスエンジンコージェネの総

発電量10,000 kWのうち、補機動力が300 kWだとして、9,700 kWが実質的な発電量とな

る。その場合、発電効率は（9700/20190＝）48.0 %となる。ガスエンジンコージェネ運転

では、ガスエンジンコージェネの温水と蒸気を回収して、冷水を製造している。冷水出力

が、4,320 kWと 3,510 kWで併せて7,830 kWの冷水を製造している。この7830 kWを電気

で作るとするとターボ冷凍機のCOP（成績係数)から、1420kWかかる。即ち、ガスエンジン

コージェネを運用する場合、電気を1420 kW削減できる。したがって、1420 kW分の電気

にかかる電気料金（基本料金＋従量料金)や、電気の製造にかかる炭素税を節約できる。 

 

 

図 2-8 ガスエンジンコージェネの熱収支を示す図 

9, 700kW 電力

都市ガス
＼ ー、 ．ヽゞヽ・ 一 雪'= l fl 1¥1¥f¥l,W ― 冷却塔から排気

20,190kW 

温水 4,680kW 
蒸気 2,980kW 
排熱 2, 530kW 

排熱で

冷水製造

補機

コージェネ

8,190 kW 冷凍機稼働時

一~ 省エネ効果
7,830kW l,420kW 
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したがって、省エネによる炭素税減少分a83は式(26)におけるa53を用いて、式(35)によ

り算出できる。 

 

a83＝0.146 a53                          (35) 

 

ここで、0.146とは、省エネ効果である、1,420 kW を総発電量9,700 kWで割った値であ

る。 

以上の議論により、式(28)および式(33)を用いて、都市ガス専焼の場合のガスエンジン

コージェネおよび燃料電池の発電原価 Y811 および、H2 または NH3 専焼の場合のガスエンジ

ンコージェネおよび燃料電池の発電原価をY812が算出できる。 

 

(５) Step B-5の算出 

以上、2030年について各数値の算出を行った。実際には、2031年から 50年までの20年

間の数値を平均化する必要がある。2050 年までの燃料費用算出に必要な諸元を表 2-12 に

まとめた。 

 

表 2-12 燃料費用に必要な諸元 

  2030年 2040 年 2050 年 

都市ガス 
最安値(円/m3)   67.0  74.5   82.0 

最高値(円/m3)   85.5  90.3   95.2 

NH3 

補填有最安値(円/Nm3-H2) 6.8 7.1 34.5 

補填有最高値(円/Nm3-H2) 7.9 8.4 34.5 

補填無(円/Nm3-H2) 32.2 33.2 34.5 

H2 

補填有最安値(円/Nm3-H2) 16.1 18.6 39.4 

補填有最高値(円/Nm3-H2) 22.2 23.9 39.4 

値差補填無(円/Nm3-H2) 61.7 49.9 39.4 
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３． 結果と考察 

３－１． 平均電力価格予測計算結果 

本章では平均電力価格予測計算の結果と考察、平均発電原価予測計算の結果と考察、お

よび損益分岐点と常用発電導入に向けた境界条件の算出について述べる。本節では平均電

力価格予測計算について結果と考察を述べる。 

２－２．のStep A-1～A-6 を経て、2031年～50年までの平均電力価格を予測する。 

５つのシナリオごとの2030 年、2040年、2050年および、平均予測電力価格の計算結果

を付録表5に、全体まとめを表3-1に、５つの各シナリオの平均予測電力価格の計算結果

を図3-1にまとめる。 

 

表 3-1 2030年、2040年、2050年および、2031年～50年までの平均予測電力価格 

算出結果まとめ 

 

シナリオ RITE 

国立 

環境 

研究所 

自然エネル

ギー財団 

デロイト 

トーマツ 

日本 

エネルギー

経済研究所 

電源

構成

比 

(%) 

再エネ 54 74-76(75) 100 70 50 

原子力 10 8-9(8.7) 0 10 13 

CCS火力 23 9-10(9.7) 0 20 19 

H2・NH3 13 5-7(6.7) 0 0 18 

 

 

最安値 

補填有 
16.3 15.9 

15.6 16.1 

16.2 

最安値 

補填無 
16.8 16.2 16.9 

最高値 

補填有 
23.5 23.5 

23.8 23.5 

23.3 

最高値 

補填無 
24.0 23.7 24.0 

 

 

  

電

力

価

格

( 円

/kW

h) 
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(a)最安値 

  

 

 

(b)最高値 

図 3-1 2031年～50年電力価格平均値予測結果 

 

計算の結果、電力会社の 2031 年～50 年の平均予測電力価格を 15.6～24.0 円/kWh と予

測した。図3-1に示されるように、最安値では、値差補填有では15.6～16.3円/kWh、値差
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補填無では、15.6～16.9 円/kWh と算出された。また、最高値では、値差補填有では 23.3

～23.8円/kWh、値差補填無では、23.5～24.0円/kWh となった。 

今回のシナリオで、再生可能エネルギー発電の割合を横軸にとると、発電原価は図 3-

2(a)と図 3-2(b)のように示される。 

 

 

(a)最安値 

 

(b)最高値 

図 3-2電力価格に対する再生可能エネルギー発電比率 

 

ここで、電力価格のシナリオ間差異について考察する。表 2-8での各シナリオの電源構

成比率の変化に伴い、電力価格が変化していく結果が付録表5にまとめられている。20年

間の平均値と2030年での値の差異（ここでは、「増減成分合計差異」と呼ぶ)に対する再生

可能エネルギー発電比率を、最安値は図 3-3(a)、最高値は図 3-3(b)に示す。2030 年の数

値を用いるのは、2030 年電力価格が電力会社の 2030 年発電構成比率に基づいた計算値で

あり、シナリオによる差異がないからである。 
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(a) 最安値 

 

(b) 最高値 

図 3-3 増減成分合計差異に対する再生可能エネルギー発電比率 

 

図 3-2のグラフの形と図3-3のグラフの形は同じである。増減成分としては、「増減成

分合計差異」のほかに、FIT賦課金、炭素税およびCCS火力があり、そのうち、FIT賦課

金は各シナリオに差異はなく、図3-1にしめされるように、炭素税におけるシナリオ間差

異は最安値では無く、最高値では0.3円/kWh程度である。つまり、これらの成分は、ほ

とんどグラフの形に影響を及ぼさない。そのため、図3-2と図 3-3とのグラフの形がほぼ

一致している。 

次に各電源における増減成分について考察する。 

表 2-8で、各シナリオの電源構成比率の変化に示す通り、増加成分としては再エネ発電

比率上昇に伴う電力価格上昇分と、H2・NH3発電比率上昇に伴う電力価格上昇分である。

減少成分としては火力発電比率及び燃料費変化に伴う電力価格減少分と、原子力発電比率

河口に伴う電力価格減少分である。これら「各電源での増減成分差異」に対する再生可能
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エネルギー比率を、最安値は図3-4(a)(b)に、最高値は図3-4(c)(d)に示す。また発電比

率変化と、各電源での増減成分差異(円/kWh)をシナリオ毎にまとめたものを最安値は表

3-2(a)に、最高値は表3-2(b)に示す。 

 

 

(a) 最安値・補填有 

 

 

(b) 最安値・補填無 

図 3-4 各電源での増減成分差異に対する再生可能エネルギー比率 
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表 3-2 シナリオ毎の発電比率変化と各電源での増減成分の差異 

(a)最安値：()内は単位%あたりの変化量 (円/kWh %) 

シナリオ 

日本エネ

ルギー経

済研究所 

RITE 
デロイト

トーマツ 

国立 

環境 

研究所 

自然エネ

ルギー 

財団 

再エネ発電比率(%) 50 54 70 75 100 

再エネ発電比率変化(%) +11.2 +13.3 +21.7 +24.3 +37.4 

火力発電比率変化(%) -20.5 -18.4 -20.0 -25.4 -30.5 

原子力発電比率変化(%) -0.1 -1.7 -1.7 -2.3 -6.9 

H2・NH3発電比率変化(%) +9.5 +6.8 ±0.0 +3.5 ±0.0 

再エネ発電(円/kWh) 
+1.1 

(0.10) 

+1.3 

(0.10) 

+2.2 

(0.10) 

+2.4 

(0.10) 

+3.7 

(0.10) 

火力発電(円/kWh) 
-2.0 

(-0.10) 

-1.7 

(-0.09) 

-1.9 

(-0.10) 

-2.7 

(-0.11) 

-3.4 

(-0.11) 

再エネ発電＋火力発電 -0.9 -0.4 +0.3 -0.2 +0.7 

原子力発電(円/kWh) 
±0.0 

（0.11） 

-0.2 

(0.11) 

-0.2 

(0.11) 

-0.3 

(0.11) 

-0.7 

(0.11) 

再エネ＋火力＋原子力 -0.9 -0.5 +0.1 -0.5 ±0.0 

NH3 

発電 

(円/kWh) 

NH3値差補填有 

(最安値) 

+1.1 

(0.11) 

+0.8  

(0.11) 
±0.0 

0.4 

(0.11) 
±0.0 

NH3値差補填無 

(最安値) 

+1.8 

(0.19) 

+1.3 

(0.19) 
±0.0 

0.7 

(0.19) 
±0.0 

合計 

(円/kWh) 

最安値補填有 -1.6 -1.6 -1.8 -1.9 -1.6 

最安値補填無 -0.9 -1.1 -1.8 -1.7 -1.6 

 

ここでは、まず最安値について考察する。図 3-4(a)(b)を見て気付くこととして、合計

値緑色の線と NH3発電の赤色の線がほとんど一緒であることである。表 3-2(a)で注目する

のは、「再エネ発電＋火力発電」の欄である。数値をみると、再エネ発電比率の上昇に伴い、

数値が上昇している傾向がある。表中、再エネ発電と火力発電の()内の数値は 1 %比率が
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変化すると、どの程度発電原価の増減があるか？という感度を示している。感度はほとん

ど同一なので、発電比率の変化の差異で、この「再エネ発電＋火力発電」の数値が決まる。

再エネ発電比率が低い２つのシナリオはいずれも「火力発電比率減少値＞再エネ発電比率

上昇値」であり、再エネ率 100 %の自然エネルギー財団シナリオはその逆となっている。

この値に原子力発電比率変化の数値を加えると、「再エネ発電＋火力発電＋原子力発電」の

欄の数値である、各シナリオ間で－0.9～＋0.1円/kWh ほどの値となる。これが、0近辺で

あることから、NH3発電比率をもつ３つのシナリオの数値に伴い、図3-3(a)、図 3-4(a)(b)

のグラフになったと考えられる。 

 

 

(c) 最高値・補填有 

 

 

(d)最高値・補填無 

図 3-4 再生可能エネルギー比率vs. 各電源での電力価格増減 
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表 3-2 シナリオ毎の発電比率変化と各電源での増減成分の差異 

(b)最高値：()内は単位%あたりの変化量 (円/kWh %) 

シナリオ 

日本エネ

ルギー経

済研究所 

RITE 
デロイト

トーマツ 

国立 

環境 

研究所 

自然エネ

ルギー 

財団 

再エネ発電比率変化(%) +11.2 +13.3 +21.7 +24.3 +37.4 

火力発電比率変化(%) -20.5 -18.4 -20.0 -25.4 -30.5 

原子力発電比率変化(%) -0.1 -1.7 -1.7 -2.3 -6.9 

H2・NH3発電比率変化(%) +9.5 +6.8 ±0.0 +3.5 ±0.0 

再エネ発電(円/kWh) 
+2.1 

(0.18) 

+2.5 

(0.18) 

+4.0 

(0.18) 

+4.5 

(0.18) 

+6.9 

(0.18) 

火力発電(円/kWh) 

 

-2.8 

(-0.14) 

-2.4 

(-0.13) 

-2.7 

(-0.14) 

-3.6 

(-0.14) 

-4.5 

(-0.15) 

再エネ発電＋火力発電 -0.7 ±0.0 +1.3 +0.8 +2.4 

原子力発電(円/kWh) 
±0.0 

(0.11) 

-0.2 

(0.11) 

-0.2 

(0.11) 

-0.3 

(-0.11) 

-0.7 

(-0.11) 

再エネ＋火力＋原子力 -0.7 -0.2 +1.1 +0.6 +1.7 

H2 

発電 

(円/kWh) 

H2値差補填有 

(最高値) 

+1.7 

(0.18) 

+1.2 

(0.18) 
±0.0 

+0.6 

(0.18) 
±0.0 

H2値差補填無 

(最高値) 

+2.4 

(0.25) 

+1.7 

(0.25) 
±0.0 

+0.9 

(0.25) 
±0.0 

合計 

(円/kWh) 

最高値補填有 +0.3 +0.5 +0.5 +0.4 0.8 

最高値補填無 +1.0 +1.0 +0.5 +0.7 0.8 

 

続いて、最高値について考察する。図 3-4(c)(d)をみると、先ほどの最安値ケースとは

異なり、緑の合計線は赤いH2発電の線よりも上にある。表3-2(b)で同様に「再エネ発電＋

火力発電」の欄を見ると、再エネ比率がたかければ高いほど数値が上がる傾向がより顕著

である。表中（）内で示した再エネ発電と火力発電の感度は、再エネ発電の方が高い。再

エネ発電の場合、最安値と最高値の差は再エネ発電原価の差であり、約2倍程度あるのに
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対して、火力発電の場合は最安値と最高値の差は燃料費に起因しているので、その差異が

40～50 %程度にとどまっていることが原因である。原子力発電比率の減少は、再エネ比率

が上がると減少比率が上がっているので、上述の傾向を打ち消す方向だが、数値が小さく、

打ち消しきれていない。一方、H2発電比率を持つ３つのシナリオでは、H2の価格が高いた

め、感度が高い。そのためH2発電比率増加に伴い、発電原価が上昇する。値差有の場合は、

燃料費(感度)が低いため、結果的に右肩上がりの傾向が残り、値差無の場合には、燃料費

(感度)が高く、「再エネ発電＋火力発電＋原子力発電」での差異を打ち消す結果となってい

るため、図3-3(b)、図 3-4(c)(d)の数値となったと考えている。デロイトトーマツシナリ

オで傾向が逆転しているのは、デロイトトーマツシナリオではH2発電比率が0 %だからだ

と考えている。 

 

３－２． 平均発電原価予測計算結果 

本節では、平均発電原価予測計算の結果と考察について述べる。 

２－３.の Step B-1～B-5を経て、2031年～50年の平均発電原価を予測する。 

算出結果を付録表 6にまとめる。 

電力価格と、式(29)で算出したガスエンジンコージェネおよび燃料電池の発電原価の、

2031年～50年までの平均予測値比較を、最安値と最高値について、それぞれのシナリオご

とに比較した結果は付録図 1に示す。最安値は、ガスエンジンコージェネを図 3-5(a)(b)、

燃料電池を図 3-6(a)(b)に示す自然エネルギー財団シナリオを用いて説明する。また最高

値は、ガスエンジンコージェネを図3-7(a)(b)、燃料電池を図3-8(a)(b)に示す日本エネル

ギー経済研究所シナリオを用いて説明する。 

  



44 

 

最安値について、20年平均電力価格と20年平均ガスエンジンコージェネ発電原価の比

較を図3-5(a)に、それぞれの2022年との比較を図3-5(b)に示す。 

 

 

図 3-5(a) 20年平均電力価格および20年平均ガスエンジンコージェネ発電原価の比較 

（最安値：自然エネルギー財団シナリオ) 

 

図 3-5(b)  平均電力価格およびガスエンジンコージェネ発電原価2022年との比較 

（最安値：自然エネルギー財団シナリオ) 
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無＞都市ガス専焼＞H2専焼値差補填有＞電力価格＞NH3専焼値差補填有、という結果とな

った。図3-5(b)に示される通り、電力価格は2022年と比べて減少している。減少の要因

は燃料費の減少が11.6(15.1→3.6) 円/kWhと大きい。これは火力発電比率が79.9 %だっ

たのが、20年平均で、27.6 %と減少していることと、その火力発電比率の減少に伴っ

て、平均燃料価格X61が2022 年は 73.9千円/kℓから、20年平均値は16.8千円/kℓとなっ

ていることに起因している。また、FIT賦課金は3.5円/kWhから 1.7円/kWhとなってい

る。増加要因は、原子力および再エネ発電比率上昇による5.2円/kWhだが、減少要因の

方が大きいため、電力価格が23.7→15.7円/kWhまで減少している。 

発電原価は、燃料費用が大きい。都市ガス専焼ガスエンジンコージェネの燃料費用は

2022年と比べると減少しているが、減少額が4.4(18.4→14.0) 円/kWhであり、炭素税

1.6円/kWhの増加と合わせると、23.7円→20.9円/kWhとなっている。また、NH3専焼ガ

スエンジンコージェネは補填有で、燃料費が大きく減少(19.4→8.1円/kWh)した結果、発

電原価13.3円/kWhと電力価格を下回り、H2専焼ガスエンジンコージェネは補填有で燃料

費は大きく減少(28.9→13.9 円/kWh)するものの、発電原価は19.2円/kWhと電力価格より

高い結果となった。 
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つづいて最安値について、20年平均電力価格と20年平均燃料電池発電原価の比較を図

3-6(a)に、それぞれの2022 年との比較を図3-6(b)に示す。 

 

 

図 3-6(a) 20年平均電力価格および20年平均燃料電池発電原価の比較 

（最安値：自然エネルギー財団シナリオ) 

 

 

図 3-6(b)  平均電力価格および燃料電池発電原価2022年との比較 

（最安値：自然エネルギー財団シナリオ) 
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価格の順位はガスエンジンコージェネの場合と同一であった。燃料電池の発電原価も、

燃料費用が大きいが、ガスエンジンコージェネよりは小さい。都市ガス専焼燃料電池の燃

料費用の2022年と比較時の減少額は、ガスエンジンコージェネが4.4円/kWh に対して燃

料電池は3.8(16.0→12.2) 円/kWhとなっている。これは表2-9に示される通り、発電効

率 a88は燃料電池の方がガスエンジンコージェネと比べて高いため、同じ発電量であれ

ば、燃料費用はガスエンジンコージェネよりも燃料電池が少なくなるためである。炭素税

の増加は、ガスエンジンコージェネ1.6円/kWhに対して1.4円/kWhと小さい。これも発

電効率に応じて、排出する CO2量が少ないためである。それら増減の結果、23.7→21.3円

/kWhとなっている。また、NH3専焼ガスエンジンコージェネは補填有で、燃料費が大きく

減少(16.8→7.0円/kWh)した結果、発電原価14.7円/kWhと電力価格を下回り、H2専焼ガ

スエンジンコージェネは補填有で燃料費は大きく減少(25.0→12.0円/kWh)するものの、

発電原価は19.8円/kWhと電力価格より高い結果となった。 

  



48 

 

最高値について、20年平均電力価格と20年平均ガスエンジンコージェネ発電原価の比

較を図3-7(a)に、それぞれの2022年との比較を図3-7(b)に示す。 

 

 

図 3-7(a) 20年平均電力価格および20年平均ガスエンジンコージェネ発電原価の比較 

（最高値：日本エネルギー経済研究所シナリオ) 

 

図 3-7(b)  平均電力価格およびガスエンジンコージェネ発電原価2022年との比較 

（最高値：日本エネルギー経済研究所シナリオ) 
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NH3専焼値差補填無＞電力価格＞H2専焼値差補填有＞NH3専焼値差補填有、という結果とな

った。図3-5(b)に示される通り、電力価格は値差補填有で2022年と比べてやや減少

（23.7→23.3円/kWh）、値差補填無でやや増加（23.7→24.0円/kWh）である。減少の要因

は燃料費の減少が8.9(15.1→6.4) 円/kWhと大きい。これは火力発電比率が79.9 %だっ

たのが、20年平均で、37.6 %と減少し、火力発電比率の減少に伴って、平均燃料価格X61

も 2022年は 73.9千円/kℓから、20年平均値は30.3千円/kℓとなっているためである。

しかし、いずれも最安値の場合(11.5円/kWhの減少)とくらべると、減少額は小さくなっ

ている。また、増加要因として、FIT賦課金は3.5円/kWhから 4.1円/kWh、再エネおよび

原子力発電比率上昇による 5.2円/kWh、炭素税1.1/kWh円およびH2発電が値差補填有

(1.7円/kWh)、無(2.4円/kWh)で増加した結果である。 

ガスエンジンコージェネの発電原価は、燃料費用が大きい。都市ガス専焼ガスエンジン

コージェネの燃料費用は、2022年と比べると減少しているが、減少額が1.6(18.4→16.8) 

円/kWhである。炭素税3.1円/kWhの増加と合わせると、23.7円→25.2円/kWh となって

いる。また、NH3専焼ガスエンジンコージェネは補填有で、燃料費が大きく減少

(19.2→8.4円/kWh)した結果、発電原価13.7円/kWhと電力価格を下回り、H2専焼ガスエ

ンジンコージェネも補填有で燃料費は大きく減少(28.7→16.1円/kWh)し、発電原価は

21.4円/kWhと電力価格を下回った。また、NH3専焼ガスエンジンコージェネは補填無で

も、24.5円/kWhと、電力価格値差補填無24.0円/kWh とは 0.5円/kWh差であり、３－

３．で議論する、為替レートや炭素税の数値次第で、電力価格との差異が逆転する可能性

がある。 
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つづいて最高値について、20年平均電力価格と20年平均燃料電池発電原価の比較を図

3-8(a)に、それぞれの2022 年との比較を図3-8(b)に示す。 

 

 

図 3-8(a) 20年平均電力価格および20年平均燃料電池発電原価の比較 

（最高値：日本エネルギー経済研究所シナリオ) 

 

図 3-8(b)  平均電力価格および燃料電池発電原価2022年との比較 

（最高値：日本エネルギー経済研究所シナリオ) 
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発電原価も、燃料費用が大きい。燃料費用の2022年と比較時の減少額は、ガスエンジン

コージェネが1.4円/kWhに対して燃料電池は1.3(16.0→14.7) 円/kWhとなっている。炭

素税の増加は、ガスエンジンコージェネ3.1 円/kWhに対して2.7円/kWhと小さい。合わ

せると、23.7円→25.1円/kWhとなっている。また、NH3専焼ガスエンジンコージェネは

補填有で、燃料費が大きく減少(16.8→6.8円/kWh)した結果、発電原価14.5円/kWhと電

力価格を下回り、H2専焼ガスエンジンコージェネもまた、補填有で燃料費は大きく減少

(25.0→14.1円/kWh)、発電原価は21.8円/kWhと電力価格を下回った。 

また、NH3専焼ガスエンジンコージェネは補填無でも、発電原価は24.5円/kWh であり、

電力価格値差補填無24.0円/kWhとは 0.5円/kWh差であった。 
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３－３． 損益分岐点と常用発電導入に向けた境界条件の算出 

３－３－１． 常用発電導入の指針 

本節では、損益分岐点と常用発電導入に向けた境界条件の算出について述べる。 

本項では、常用発電導入のための指針について述べる。 

上述の計算の前提条件は、為替レート 131.4 円/$、炭素税 7.7千円/t-CO2である。しか

しながらこれらの値は変動するため、為替レートおよび炭素税が、電力価格と発電原価に

与える影響を示す。そこで Step Cとして、為替レート、炭素税を変数とし、BCP価値を加

味した発電原価を電力価格と比較し、半導体業界として常用発電導入のための境界条件を

算出する。 

まず、電力価格と発電原価が同等となる損益分岐点を求める。ここで重要なのはBCP価

値である。１章で述べたように、BCP価値には２つある。UPS等のバックアップ電源設備費

用と生産損失の軽減である。これらのBCP価値を加味した発電原価と電力価格を比較する。 

図 3-9 に、電力価格と BCP 価値有・無での発電原価比較を示す。図 3-9(a)の場合、「電

力価格≧発電原価」でなければ、事業者は常用発電導入を判断できない。図3-9(b)の場合、

発電原価が電力価格を上回っていてもBCP価値が両者の差を上回れば、常用発電導入が優

位性を持つ。すなわち、BCP価値が電力価格と発電原価との差額よりも大きければ、「電力

価格≧正味の発電原価」となり、半導体事業者は常用発電導入の可否や規模の判断を進め

ることができる。これが常用発電導入の指針となる。 

 

 

 (a) BCP価値を考慮しない   (b) BCP価値を考慮 

図 3-9 BCP価値有・無での電力価格と発電原価比較 
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電力価格Y51 (円/kWh)、発電原価Y81 (円/kWh)および BCP価値 Y91 (円/kWh)に関し、発

電設備導入に関する指針を式(36)に示す。 

 

Y91≧Y81－Y51                              (36) 

 

ここで BCP価値 Y91の算出式を、式(37)に示す。 

 

Y91＝a90／(a91 a96) + (a92－a93) a94／(a95 a96)              (37) 

a90：UPS等バックアップ電源設備費用 (円) 

a91：UPS等バックアップ電源設備耐用年数 (年) 

a92：対策導入前の損害額 (円) 

a93：対策導入後の損害額 (円) 

a94：災害発生確率(発電設備の稼働時期である2031～50年までの) 

a95：常用発電耐用年数 (年) 

a96：常用発電の年間発電量 (kWh/年) 

 

ここで BCP価値について考察する。この時、1円/kWh の BCP価値は、10 MWの発電機あ

たりで20年間行った場合の効果額である17.5億円（正確には17.5億×稼働率)程度と等

価である。東南海地震の発生確率が今後30年間で70～80 %を考慮に入れると、21.9億円

（正確には21.9億円×稼働率)程度と等価である。仮に工場での10 MWあたりの生産額が

月当たり 10 億から 50 億円/月程度であったと仮定する。この値は企業の規模、形態や景

気によって大きく変化する。大規模地震に伴う停電により、1 月生産が停止した場合、こ

の 10億～50億円が損害となる。10 MWの電源により、この損害額を0にできれば、BCP価

値は10～50億円である。電源をフルカバーができていてとすると、月当たりこの10億～

50億円程度をカバーできる。過去、地震からの復旧にかかった事例を参考に、仮に復旧に

4か月程度かかるとし、0～100 %まで日ごとに復旧が進むと仮定すると、実際の損害額と、

常用発電導入による BCP 価値は 20 億～100 億円となる。この BCP 価値は、上記 21.9 億円

との割り算によって、0.9～4.6 円/kWh の BCP価値に相当する。これはあくまでフルカバ

ーした場合であり、実際には 1章でのべたように、重要負荷を10～20 %程度カバーした場

合は、よりBCP価値は低くなることが想定される。設備は動力がなければ動かない。重要
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負荷の中には設備を動かすために必要な動力が含まれるため、重要負荷を10～20 %カバー

した場合でも、重要な設備は10～20 %以下しかカバーできないからである。また、バック

アップ電源機器で 10 MW 相当での設置金額が 9 億円、寿命が 20 年間とすると、上述と同

様の議論で、電源代替えによる効果額は約 0.7 円/kWh となる。したがって、本研究では、

BCP価値として5.1円/kWh 以上の値については議論をしていない。 

次に、式(36)を元に、為替レートや炭素税を変数として、常用発電導入の為の境界条件

を算出する。 

 

３－３－２． 為替レートおよび炭素税を変数とした場合の電力価格および 

発電原価の20年平均予測式の算出 

本項では為替レートおよび炭素税を変数とした場合の検討範囲、予測式の算出結果およ

び３－３－３．以降のグラフの見方について説明する。 

今回の研究では、為替レート 100～150円/$の範囲で検討を行った。過去の為替レートを

調査したが、長期平均では 2008 年～2023 年までの 106.0 円/$が最低であり、また近年の

円安傾向の中で、150 円/$で政府は為替介入を実施するケースが見受けられることから、

上限を150円/$とした。 

炭素税については、0.298 千円/t-CO2が現行の値であり、15.6 千円/t-CO2は、現行最も

高いとされる、スウェーデンと同等の炭素税の値である。 

また、値差補填有・無、最安値・最高値に５つのシナリオ、とケースが多い一方で、5つ

のシナリオの間で最大でも差異が 1.2 円/kWh と、電力価格約 23～24 円と比較すると 5 %

程度と差異が小さい。そのため、以降では、この数多いケースの中で、値差補填有最安値・

値差補填無最安値・値差補填有最高値・値差補填無最高値の4つのケースにしぼって議論

を行う。値差補填有は、今後想定されるケースであり、値差補填有無の比較を行う。最安

値は電力価格が最も低かった自然エネルギー財団の値を、最高値は電力価格が最も高かっ

た日本エネルギー経済研究所シナリオの値を用いる。 

2031年以降 20年平均の電力価格Y51、発電原価（ガスエンジンコージェネ都市ガス専焼

Y8111、NH3専焼Y8121、H2専焼Y8122、および燃料電池都市ガス専焼Y8112、NH3専焼Y8123、H2専焼

Y8124)と為替レートX1 (円/$)および炭素税X2 (千円/t-CO2)に関する相関式を上記４つのケ

ースで算出する。算出した結果を式(38)から式(65)に示す。 
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（１） 値差補填有・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ) 

 

Y51＝0.026 X1＋12.2                                 (38) 

Y8111＝0.079 X1＋0.217 X2＋8.9                       (39) 

Y8121＝0.057 X1＋5.8                                 (40) 

Y8122＝0.104 X1＋5.4                                  (41) 

Y8112＝0.068 X1＋0.188 X2＋10.9                       (42) 

Y8123＝0.050 X1＋8.2                              (43) 

Y8124＝0.091 X1＋7.9                              (44) 

 

（２） 値差補填無・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ) 

 

Y51＝0.026 X1＋12.2                              (45) 

Y8111＝0.079 X1＋0.217 X2＋8.9                          (46) 

Y8121＝0.148 X1＋5.3                            (47) 

Y8122＝0.220 X1＋5.3                              (48) 

Y8112＝0.068 X1＋0.188 X2＋10.9                       (49) 

Y8123＝0.128 X1＋7.7                               (50) 

Y8124＝0.191 X1＋7.7                             (51) 

 

（３） 値差補填有・最高値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ) 

 

Y51＝0.058 X1＋0.183X2＋14.3                        (52) 

Y8111＝0.096 X1＋0.434 X2＋9.2                        (53) 

Y8121＝0.061 X1－0.022 X2＋5.8                          (54) 

Y8122＝0.122 X1－0.022 X2＋5.5                         (55) 

Y8112＝0.088 X1＋0.358 X2＋10.8                       (56) 

Y8123＝0.053 X1＋8.2                             (57) 

Y8124＝0.106 X1＋7.9                             (58) 
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(４)値差補填無・最高値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ) 

 

Y51＝0.063 X1＋0.183X2＋14.3                        (59) 

Y8111＝0.096 X1＋0.434 X2＋9.2                       (60) 

Y8121＝0.148 X1－0.022 X2＋5.3                          (61) 

Y8122＝0.219 X1－0.022 X2＋5.3                         (62) 

Y8112＝0.088 X1＋0.358 X2＋10.8                       (63) 

Y8123＝0.128 X1＋7.7                             (64) 

Y8124＝0.191 X1＋7.7                             (65) 

 

ここでまず、X1の傾きに関して考察する。ここでは(１)値差補填有・最安値の場合（電

力価格：自然エネルギー財団シナリオ)で説明する。式(39)と式(42)の傾きの数値について、

詳述する。 

まずは式(39)と式(42)の傾きの数値を算出する。もともと天然ガスの 20 年予測平均値

12.5$/Mbtu＝0.697 $/kg-天然ガスである。ここに為替X1がかかるので、為替考慮天然ガ

ス価格X12＝0.697 X1となる。そして、燃料費は、天然ガス価格と式(5)、式(29)および式

(32)により決定される。したがって、式(39)(42)の傾きは 

式(39)(42) X1の傾き＝0.697 ×0.894 ×0.673 ×0.0903 /発電効率a88 

           ＝0.0378 /発電効率a88                    (64) 

となる。したがって、式(64)から式(39)の傾きは 0.079、式(42)の傾きは 0.068 と算出

できる。 

傾きの値は、それらの値の算出式の係数を掛け合わせることにより、算出が可能である。 

X2 に関しては、電力価格と都市ガス専焼が＋、NH3 専焼と H2 専焼は、燃料電池で傾きが

0、そしてガスエンジンコージェネが－となっている。電力価格については、最安値ではCCS

適用割合a73＝1としているので、炭素税は 0であり、傾きも 0となる。最高値ではCCSが

2050年まで適用されておらず、炭素税がかかっているため、傾きは＋である。都市ガス専

焼はCO2を排出しているので炭素税がかかるため傾きは＋である。燃料電池の場合、NH3専

焼と H2専焼は、CO2を排出しないため傾きは 0 である。そしてガスエンジンコージェネの

場合、NH3専焼とH2専焼はCO2を排出しない上、最高値では図2-8で詳述した省エネ効果が

あるため、傾きは－となる。ガスエンジンコージェネの傾きが、NH3 専焼と H2 専焼と変わ



57 

 

らないのは、省エネ効果が同一であるからである。また、最安値と最高値との傾きの差異

は、表2-8(a)で示されたように、最安値では炭素税が2030年から50年にかけて0.289～

7.7 千円/t-CO2であるのに対して、最高値では炭素税が 7.7 千円/t-CO2一定であるためで

ある。その具体的な値については、先に述べたX1の傾きと同様に算出できる。 

 

３－３－３． 為替レートを変数とした場合の損益分岐点と境界条件の算出 

本項では、値差補填有・無、最安値、最高値、およびガスエンジンコージェネ、燃料電

池の場合につき、為替レートを変数とした場合の損益分岐点と境界条件の算出について述

べる。 

ここでこれ以降のグラフの見方について述べる。 

 

 

図 3-10 損益分岐点の説明図 

 

図 3-10 は、縦軸が電力単価および発電原価(円/kWh)、横軸が為替レート(円/$)である。

図中の電力価格が青色の実線である。青色の実線よりも上側にある緑の線は、為替レート

にかかわらず、青い実線より上にある。すなわち、この図のH2専焼発電原価は常に電力価

格より高いため、この条件を採用することはできない。また、黒い点線の NH3 専焼発電原

価については、為替レート 117.3円/$を境に、為替レートが低ければ電力価格より安く、

為替レートが高ければ、電力価格より高くなる。すなわち、為替レートが117.3円/$をよ

り高い場合には、NH3専焼発電原価＞電力価格となり、この条件を採用することはできない。

ここで重要になるのがBCP価値である。事業者が為替レート150円/$までのリスクは考慮

した上で事業判断をすると仮定する。その場合、150円/$での NH3専焼発電原価と電力価格

の差は図3-10中では 2.9円/kWhである。すなわち、図 3-9の説明と式(36)により、BCP価
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値が 2.9 円/kWh 以上あれば、式(36)により、BCP 価値を考慮した NH3専焼発電原価≦電力

価格となり、常用発電導入の判断が可能となる。本研究は横軸を為替レート(円/$)の場合

と、炭素税(千円/t-CO2)の場合とで議論を行う。 

また、発電原価と電力価格との Z 円/kWh の差異を表現する場合、電力価格が下であれ

ば、「損益分岐点を（X軸の値)とするにはZ 円/kWhの BCP価値を必要とする」と表現し、

電力価格が上であれば、「電力価格との差異はZ 円/kWhである」と表現する。また、以降、

「都市ガス専焼発電原価」、「NH3専焼発電原価」「H2専焼発電原価」をそれぞれ「都市ガス

専焼」「NH3専焼」「H2専焼」と呼ぶ。 
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(１)値差補填有・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電： 

ガスエンジンコージェネ） 

図 3-11より、この100～150円/$の為替レートの範囲では、電力価格と発電原価が同一

となる損益分岐点は存在しない。NH3専焼では常に電力価格より安く、H2専焼と都市ガス専

焼の場合は常に高い。H2専焼の場合では、為替レートでの損益分岐点を 100 円/$とするに

は、1.1円/kWhの BCP価値が必要である。為替レートでの損益分岐点を150円/$とするに

は、5.0円/kWhの BCP価値が必要である。式(38)と式(41)の X1の傾きの差は 0.078 $/kWh

である。1.1 円/kWh と 5.0 円/kWh の差異は、100 円/$から 150 円/$までの変化で、3.9 円

/kWh差が広がることで説明ができる。NH3専焼では常に電力価格より安い。図 3-11に示す

ように、為替レートを変数としたとき、発電原価の勾配が電力価格のそれより大きい。そ

のため、為替レートが上がると、電力価格と NH3 専焼発電原価との差異は縮まる。為替レ

ート131.4円/$の時、その差異が2.3円/kWhである。為替レート150円/$の場合、電力価

格との差異は1.7円/kWhである。式(38)と式(40)の X1の傾きの差は0.031 $/kWhである。

2.3 円/kWh と 1.7 円/kWh との差異は、131.4 円/$から 150 円/$までの変化で、0.6 円/kWh

差が縮まった結果である。 

 

 

値差補填有・最安値 

電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電：ガスエンジンコージェネ 

図 3-11 電力価格と発電原価に対する為替レート 
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(２)値差補填有・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電： 

燃料電池） 

図 3-12より、この100～150円/$の為替レートの範囲では、電力価格と発電原価が同一

となる損益分岐点は存在しない。NH3専焼では常に電力価格より安く、都市ガス専焼、H2専

焼の場合は常に高い。H2専焼の場合では、為替レートでの損益分岐点を 100 円/$とするに

は、2.1円/kWhの BCP価値が必要である。為替レートでの損益分岐点を150円/$とするに

は、5.3円/kWhの BCP価値が必要である。式(38)と式(44)の X1の傾きの差は 0.065 $/kWh

である。2.1 円/kWh と 5.3 円/kWh との差異は、100 円/$から 150 円/$までの変化で、3.3

円/kWh 差が広がることで説明ができる。NH3 専焼では常に電力価格より安いが、為替レー

ト 150 円/$の場合、電力価格との差異は 0.5 円/kWh となる。為替レート 131.4 円/$の時、

電力価格との差異は 0.9 円/kWh だった。式(38)と式(43)の X1の傾きの差 0.024 $/kWh で

あった。0.9円/kWh と 0.5 円/kWhとの差異は、131.4 円/$から 150 円/$までの変化で、

0.4円/kWh差が縮まった結果である。 

(１)(２)の場合ともに、３－２．で議論した通り値差補填によりNH3燃料価格が下がり、

NH3発電原価は電力価格を常に下回っている。 

 

 

値差補填有・最安値 

電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電：燃料電池 

図 3-12 電力価格と発電原価に対する為替レート 

 

  

10

20

30

40

90 100 110 120 130 140 150 160

為替レート X1 (円/$)

2.1  
5.3  

電力価格
都市ガス専焼

NH3 専焼

H2 専焼

0.50.9

． 
…~--· 

ー•­ー..■ 



61 

 

(３)値差補填無・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電： 

ガスエンジンコージェネ） 

図 3-13より、この100～150円/$の為替レートの範囲では、電力価格と発電原価が同一

となる損益分岐点は存在しない。都市ガス専焼、NH3専焼、H2専焼ともに、電力価格と比較

して常に高い。 

都市ガス専焼の場合では、為替レートでの損益分岐点を100円/$とするには、3.7円/kWh

の BCP価値が必要である。為替レートでの損益分岐点を131.4円/$とするには、5.3円/kWh

の BCP 価値が必要である。式(45)と式(46)の X1の傾きの差異は 0.053 $/kWh である。5.3

円/kWhと 3.7円/kWhとの差異は、131.4円/$から 100円/$への変化で、1.7円/kWhの差が

縮まった結果である。 

 

 

値差補填無・最安値 

電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電：ガスエンジンコージェネ 

図 3-13 電力価格と発電原価に対する為替レート 
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(４)値差補填有・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電： 

燃料電池） 

図 3-14より、この100～150円/$の為替レートの範囲では、電力価格と発電原価が同一

となる損益分岐点は存在しない。 

都市ガス専焼の場合では、為替レートでの損益分岐点を100円/$とするには、4.3円/kWh

の BCP価値が必要である。また、為替レートでの損益分岐点を131.4円/$とするには、5.6

円/kWh の BCP 価値が必要である。式(45)と式(49)の X1の傾きの差異は 0.042 $/kWh であ

る。5.6 円/kWh と 4.3 円/kWh の差異は、131.4 円/$から 100 円/$への変化で、1.3 円/kWh

の差が縮まった結果である。(３)(４)の場合、３－２．で議論した通り、都市ガス専焼、

NH3専焼、H2専焼ともに、電力価格と比較して常に高い。 

 

 

値差補填無・最安値 

電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電：燃料電池 

図 3-14 電力価格と発電原価に対する為替レート 
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(５)値差補填有・最高値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所/常用発電： 

ガスエンジンコージェネ） 

図 3-15より、この100～150円/$の為替レートの範囲では、電力価格と発電原価が同一

となる損益分岐点は存在しない。NH3専焼と、H2専焼では常に電力価格より安く、都市ガ

ス専焼ガスの場合は常に高い。都市ガス専焼の場合では、為替レートでの損益分岐点を

100円/$とするには、0.6円/kWhの BCP価値が必要である。為替レートでの損益分岐点を

150円/$とするには、2.6円/kWhの BCP価値が必要である。0.6円/kWh と 2.6 円/kWhとの

差異は、式(52)と式(53)の X1の傾きの差が0.038 $/kWhであるため、100円/$から 150円

/$までの変化で、1.9円/kWh 差が広がることで説明ができる。また、電力価格とH2専焼

との差異は為替レート131.4 円/$の時、2.0円/kWhである。為替レート150円/$の時、

0.8円/kWhである。式(52)と式(55)の X1の傾きの差0.064 $/kWhである。2.0円/kWhと

0.8円/kWhとの差異は、131.4円/$から 150円/$までの変化で、1.2円/kWh差が縮まった

結果である。 

 

 

値差補填有・最高値 

電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/常用発電：ガスエンジンコージェネ 

図 3-15 電力価格と発電原価に対する為替レート 
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(６)値差補填有・最高値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所/常用発電： 

ガスエンジンコージェネ） 

図 3-16より、この100～150円/$の為替レートの範囲では、電力価格と発電原価が同一

となる損益分岐点は存在しない。都市ガス専焼の場合では、為替レートでの損益分岐点を

100円/$とするには、0.8円/kWhの BCP価値が必要である。為替レートでの損益分岐点を

150円/$とするには、2.3円/kWhの BCP価値が必要である。0.8円/kWh と 2.3 円/kWhとの

差異は、式(52)と式(56)の X1の傾きの差が0.030 $/kWhであるため、100円/$から 150円

/$までの変化で、1.5円/kWh 差が広がることで説明ができる。また、電力価格とH2専焼

発電原価の差異は、為替レート131.4円/$の時、1.5円/kWhである。為替レート150円

/$の時、0.6円/kWhである。1.5円/kWhと 0.6円/kWhとの差異は、式(52)と式(58)の X1

の傾きの差0.048 $/kWhで、131.4円/$から 150円/$までの変化で、0.9円/kWh差が縮ま

った結果である。 

 

 

値差補填有・最高値 

電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/常用発電：燃料電池 

図 3-16 電力価格と発電原価に対する為替レート 
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(７)値差補填無・最高値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/ 

常用発電：ガスエンジンコージェネ） 

図 3-17より、この100～150円/$の為替レートの範囲では、電力価格と発電原価が同一

となる損益分岐点は H2 専焼と都市ガス専焼では存在せず、電力価格と比較して常に高い。

都市ガス専焼の場合では、為替レートでの損益分岐点を 100 円/$とするには、0.1 円/kWh

の BCP 価値が必要である。為替レートでの損益分岐点を 150 円/$とするには、1.8 円/kWh

の BCP 価値が必要である。0.1 円/kWh と 1.8 円/kWh との差異は、式(59)と式(60)の X1の

傾きの差が0.033 $/kWhであるため、100円/$から 150円/$までの変化で、1.7円/kWh差

が広がることで説明ができる。また、NH3専焼の場合、為替レート125.8円/$が損益分岐点

である。損益分岐点は、式(59)と式(61)の交点である。また為替レートでの損益分岐点を

150 円/$とするには、2.0 円/kWh の BCP 価値が必要である。これは、式(59)と式(61)の X1

の傾きの差が0.084 $/kWhであり、為替レート125.8→150円/$への変化で、2.0円/kWhの

差が広がった結果である。 

 

 

値差補填無・最高値 

電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/常用発電：ガスエンジンコージェネ 

図 3-17 電力価格と発電原価に対する為替レート 
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(８)値差補填無・最高値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所Eシナリオ/ 

常用発電：燃料電池） 

図 3-18より、この100～150円/$の為替レートの範囲では、電力価格と発電原価が同一

となる損益分岐点は H2 専焼と都市ガス専焼では存在せず、電力価格と比較して常に高い。

都市ガス専焼の場合では、為替レートでの損益分岐点を 100 円/$とするには、0.3 円/kWh

の BCP 価値が必要である。為替レートでの損益分岐点を 150 円/$とするには、1.5 円/kWh

の BCP 価値が必要である。0.3 円/kWh と 1.5 円/kWh との差異は、式(59)と式(63)の X1の

傾きの差が0.025 $/kWhであるため、100円/$から 150円/$までの変化で、約1.3円/kWh

差が広がることで説明ができる。また、NH3専焼の場合、為替レート123.6円/$が損益分岐

点である。損益分岐点は、式(59)と式(64)の交点である。また為替レートでの損益分岐点

を 150円/$とするには、約 1.7円/kWhの BCP価値が必要である。これは、式(59)と式(64)

の X1の傾きの差が0.065 $/kWhなので、為替レート123.6から 150円/$への変化で、1.7

円/kWhの差が広がった結果である。 

 

 

 

値差補填無・最高値 

電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/常用発電：燃料電池 

図 3-18 電力価格と発電原価に対する為替レート 
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３－３－４． 炭素税を変数とした場合の損益分岐点と境界条件の算出 

本項では、値差補填有・無、および最安値、最高値の場合につき、為替レートを変

数とした場合の損益分岐点と境界条件の算出について述べる。 

(１)値差補填有・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電： 

ガスエンジンコージェネ） 

図 3-19 より、0.289～15.6 千円/t-CO2 の範囲の炭素税を変数とするときの損益分岐点

は、存在しない。ここで15.6千円/t-CO2は、最も高いとされる、スウェーデンと同等の炭

素税の値である。電力価格と比較して、NH3専焼は常に安く、都市ガス専焼、H2専焼は常に

高い。H2専焼では炭素税値にかかわらず、損益分岐点に到達するには、3.5 円/kWh の BCP

価値が必要である。また、都市ガス専焼は炭素税 0.289 千円/t-CO2の場合の電力価格との

差は 3.7 円/kWh である。炭素税 15.6 千円/t-CO2のときに電力価格との差は、7.0 円/kWh

である。式(38)と式(37)の X2の傾きの差は0.217 t-CO2/MWhである。3.7円/kWhと 7.0円

/kWhとの差異は、0.289から 15.6千円/t-CO2までの変化の結果、3.3円/kWh差が広がった

ためである。３－３－２．でのべたように、ガスエンジンコージェネでは、NH3専焼、H2専

焼は、Cabon Freeで、省エネ効果はあるものの、電力価格も炭素税がかかっていないため、

X2の傾きは0である。 

 

 

値差補填有・最安値 

電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電：ガスエンジンコージェネ 

図 3-19 電力価格と発電原価に対する炭素税 
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(２)値差補填有・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電： 

燃料電池） 

図 3-20 より、0.289～15.6 千円/t-CO2 の範囲の炭素税を変数とするときの損益分岐点

は、存在しない。電力価格と比較して、NH3専焼は常に安く、都市ガス専焼、H2専焼は常に

高い。H2専焼では炭素税値にかかわらず、損益分岐点に到達する、4.3円/kWh の BCP価値

が必要である。また、都市ガス専焼は炭素税0.289千円/t-CO2のときに電力価格との差は、

4.1円/kWhである。炭素税15.6千円/t-CO2の場合の電力価格との差は7.1円/kWhである。

式(38)と式(40)の X2の傾きの差は0.188 t-CO2/MWhである。4.1円/kWhと 7.1円/kWhとの

差異は、0.289から 15.6千円/t-CO2までの変化の結果、2.9円/kWh差が広がったためであ

る。 

 

 

値差補填有・最安値 

電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電：燃料電池 

図 3-20 電力価格と発電原価に対する炭素税 
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(３)値差補填無・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電： 

ガスエンジンコージェネ） 

図 3-21より、0.289～15.6 千円/t-CO2の範囲の炭素税を変数とするときの損益分岐点

は、存在しない。都市ガス専焼ガス、NH3専焼、H2専焼の場合は常に高い。都市ガス専焼

では、炭素税0.289千円/t-CO2のとき電力価格との差異が3.7円/kWh、炭素税7.7千円

/t-CO2のとき電力価格との差異が5.3円/kWhである。式(45)と式(46)の X2の傾きの差は

0.217 t-CO2/MWhである。3.7円/kWhと 5.3円/kWhとの差異は、炭素税が0.289 から 7.7

千円/t-CO2の変化により、1.6円/kWhの差が広がった結果である。 

 

 

値差補填無・最安値 

電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電：ガスエンジンコージェネ 

図 3-21 電力価格と発電原価に対する炭素税 
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(４)値差補填無・最安値の場合（電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電： 

燃料電池） 

図 3-22より、0.298～15.6 千円/t-CO2の範囲の炭素税を変数とするときの損益分岐点

は、存在しない。都市ガス専焼ガス、NH3専焼、H2専焼の場合は常に高い。都市ガス専焼

では、炭素税0.289千円/t-CO2のとき電力価格との差異が4.3円/kWh、炭素税7.7千円

/t-CO2のとき電力価格との差異が5.6円/kWhである。式(45)と式(49)の X2の傾きの差は

0.188 t-CO2/MWhである。4.3円/kWhと 5.6円/kWhとの差異は、炭素税が0.289 から 7.7

千円/t-CO2の変化により、1.4円/kWhの差が広がった結果である。(３)(４)の場合は、３

－２．で議論した通り、都市ガス専焼ガス、NH3専焼、H2専焼の場合は常に電力価格より

高い。 

 

 

値差補填無・最安値 

電力価格：自然エネルギー財団シナリオ/常用発電：燃料電池 

図 3-22 電力価格と発電原価に対する炭素税 
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(５)値差補填有・最安値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/ 

常用発電：ガスエンジンコージェネ） 

図 3-23 より、0.298～15.6 千円/t-CO2 の範囲の炭素税を変数とするときの損益分岐点

は、H2 専焼と NH3 専焼では存在せず、電力価格と比較して常に低い。都市ガス専焼との損

益分岐点は、0.4 千円/t-CO2である。これは式(52)と式(53)との交点である。炭素税 15.6

千円/t-CO2を損益分岐点とするには、3.8円/kWhの BCP価値が必要である。式(52)と式(53)

の X2の傾きの差は0.251 t-CO2/MWhである。3.8円/kWh の差異は、炭素税0.4から 15.6千

円/t-CO2の変化により、3.8円/kWhの差が広がった結果である。 

H2専焼では炭素税0.289千円/t-CO2の時、差異は0.4円/kWhである。炭素税7.7千円/t-

CO2の時、差異は、2.0円/kWhである。式(52)と式(55)の X2の傾きの差は0.205 t-CO2/MWh

である。0.4円/kWhと 2.0 円/kWhとの差異は、炭素税 0.289から 7.7千円/t-CO2の変化に

より、1.5円/kWhの差が広がった結果である。 

 

 

値差補填有・最高値 

電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/常用発電：ガスエンジンコージェネ 

図 3-23 電力価格と発電原価に対する炭素税 
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(６)値差補填有・最安値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/ 

常用発電：燃料電池） 

図 3-24 より、0.298～15.6 千円/t-CO2 の範囲の炭素税を変数とするときの損益分岐点

は、存在しない。都市ガス専焼では、炭素税 0.289 千円/t-CO2を損益分岐点とするには、

0.5 円/kWh の BCP 価値が必要である。炭素税 15.6 千円/t-CO2を損益分岐点とするには、

3.2円/kWhの BCP価値が必要である。式(52)と式(56)の X2の傾きの差は0.175 t-CO2/MWh

である。0.5 円/kWh と 3.2 円/kWh の差異は、炭素税 0.289 から 15.6 千円/t-CO2の変化に

より、2.7円/kWhの差が広がった結果である。 

H2専焼では炭素税 0.289 千円/t-CO2の時、差異は 0.2 円/kWh、炭素税 7.7 千円/t-CO2の

時、差異は 1.5 円/kWh である。式(52)と式(58)の X2の傾きの差は 0.183 t-CO2/MWh であ

る。0.2 円/kWh と 1.5 円/kWh との差異は、炭素税 0.289 から 7.7 千円/t-CO2の変化によ

り、1.3 円/kWh の差が広がった結果である。(５)(６)では、３－２．で議論した通り、H2

専焼とNH3専焼では電力価格と比較して常に低く、都市ガス専焼では常に高かった。 

 

 

値差補填有・最高値 

電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/常用発電：燃料電池 

図 3-24 電力価格と発電原価に対する炭素税 
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(７)値差補填無・最安値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/ 

常用発電：ガスエンジンコージェネ） 

図 3-25より、炭素税を変数とするときの損益分岐点は、都市ガス専焼との間で 3.1千円

/t-CO2である。これは式(59)と式(60)との交点である。また炭素税15.6千円/t-CO2を損益

分岐点とするには、3.1円/kWh の BCP価値が必要である。式(59)と式(60)の X2の傾きの差

異は0.251 t-CO2/MWhである。3.1円/kWhの差異は、3.1から 15.6千円/t-CO2への変化に

より、3.1 円/kWh の差が広がったためである。また NH3専焼について損益分岐点は、10.0

千円/t-CO2である。炭素税 0.289 千円/t-CO2を損益分岐点とするには、2.0 円/kWh の BCP

価値が必要である。これは式(59)と式(61)との交点である。式(59)と式(61)の X2の傾きの

差異は0.205 t-CO2/MWhである。2.0円/kWhとの差異は、炭素税10.0から 0.289千円/t-

CO2への変化により、2.0円/kWhの差が広がったためである。 

 

 

値差補填無・最高値 

電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/常用発電：ガスエンジンコージェネ 

図 3-25 電力価格と発電原価に対する炭素税 
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(８)値差補填無・最安値の場合（電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/ 

常用発電：燃料電池） 

図 3-26より、電力価格と比較して、H2専焼は常に高い。炭素税を変数とするときの損益

分岐点は、都市ガス専焼との間で 1.5 千円/t-CO2である。これは式(59)と式(63)との交点

である。また炭素税15.6千円/t-CO2を損益分岐点とするには、2.5円/kWhの BCP価値が必

要である。式(59)と式(63)の X2の傾きの差異は0.175 t-CO2/MWhである。2.5円/kWhの差

異は、1.5 から 15.6 千円/t-CO2への変化により、2.5 円/kWh の差が広がったためである。

また NH3専焼については、損益分岐点は、10.4 千円/t-CO2である。これは式(59)と式(64)

との交点である。炭素税 0.289 千円/t-CO2を損益分岐点とするには、1.9円/kWh の BCP 価

値が必要である。式(59)と式(64)の X2の傾きの差異は 0.183 t-CO2/MWhである。1.9円/kWh

の差異は、炭素税10.4から 0.289千円/t-CO2への変化により、1.9円/kWhの差が広がった

ためである。 

 

 

値差補填無・最高値 

電力価格：日本エネルギー経済研究所シナリオ/常用発電：燃料電池 

図 3-26 電力価格と発電原価に対する炭素税 
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発電原価が安くなるコージェネ導入の効果が示された。 

・非火力発電比率ならびに、H2、NH3発電比率が上昇し、再生可能エネルギー発電や H2、

NH3発電由来の電力価格増加分を計算に取り込んだ。その結果、特に最高値において、

燃料費の削減以上に電力価格が増加し、全体的に電力価格が上昇している。 

・値差補填がある場合、発電原価で大きな割合を占めるH2、NH3価格が下がり、電力価格

を下回るケースがあった。 

・最高値での FIT 賦課金が 4.1 円/kWh としており、前報[18]の 3.0 円/kWh より増えて

いる。 
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３－４． 結果まとめ 

本節では、以上の議論により得られた結果をまとめる。 

Step A-1～Cに基づき、将来の電力価格や発電原価の算出手法をモデル化し、両者を比

較した。本研究の前提条件を元に、IEAが予測した2030 年以降の燃料価格を適用して得ら

れた結果は、以下の通りである。 

1) 電力会社の 2031 年～50 年の平均予測電力価格を 15.6～24.0 円/kWh と予測した。

シナリオによって、最安値値差補填有では 15.6～16.3 円/kWh、値差補填無では、

15.6～16.9円/kWhと算出された。また、最高値値差補填有では23.3～23.8円/kWh、

値差補填無では、23.5～24.0 円/kWh となった。５つのシナリオ間での数値の差異

は、0.5～1.3円/kWhと大きくないことがわかり、さまざまな電源構成比率の変化に

対応して電力価格予測が可能であることがわかった。 

2) 2031 年～50 年の平均発電原価について、ガスエンジンコージェネ都市ガス専焼で

は 20.9～25.2円/kWh、NH3専焼は13.3～24.5円/kWh、H2専焼は19.2～34.1円/kWhと

算出された。燃料電池都市ガス専焼では21.3～25.1円/kWh、NH3専焼は14.7～24.5円

/kWh、H2専焼は19.8～32.7円/kWhと算出された。 

3) 為替レートを変数とした場合： 

・最安値・値差補填有：NH3専焼は電力価格より安い。ガスエンジンコージェネでは、H2

専焼で5.0円/kWhの BCP価値があれば、電力価格より安くなる。燃料電池では、H2専

焼で5.3円/kWhの BCP価値があれば、電力価格より安くなる。 

・最安値・値差補填無：電力価格が常に電力価格より安い。 

・最高値・値差補填有：ガスエンジンコージェネ、燃料電池ともに、H2専焼、NH3専焼が

電力価格より安く、また、都市ガス専焼でも、ガスエンジンコージェネで2.6円/kWh、

燃料電池2.3円/kWhの BCP 価値があれば、電力価格より安くなる。 

・最高値・値差補填無：電力価格と発電原価が同一となる損益分岐点は、NH3専焼ガスエ

ンジンコージェネの場合は 125.8円/$であった。このとき2.0円/kWhの BCP価値があ

れば電力価格より安くなる。都市ガス専焼の場合、損益分岐点は存在しないが 1.8円

/kWh の BCP 価値があれば、電力価格よりも安くなる。燃料電池では、NH3専焼の損益

分岐点が123.6円/$であった。このとき1.7円/kWh の BCP価値があれば電力より安く

なった。都市ガス専焼の場合、損益分岐点は存在しないが1.5円/kWhの BCP価値があ

れば、電力価格よりも安くなる。 
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4)  炭素税を変数とした場合： 

・最安値・値差補填有：NH3 専焼は電力価格より安い。ガスエンジンコージェネ H2 専焼

は、3.6円/kWh の BCP価値があれば、電力価格より安くなる。燃料電池の場合、H2専

焼は、4.1円/kWhの BCP価値があれば、電力価格より安くなる。 

・最安値・値差補填無：電力価格が常に安くなる。 

・最高値・値差補填有：都市ガス専焼ガスエンジンコージェネで損益分岐点は、0.4 千

円/t-CO2で、3.8円/kWhの BCP価値があれば、電力価格より安くなる。H2専焼、NH3専

焼は損益分岐点が存在せず、電力価格よりも安かった。燃料電池では、都市ガス専焼

では損益分岐点は存在せず、3.2円/kWhの BCP価値があれば、電力価格より安くなる。

H2専焼、NH3専焼は損益分岐点が存在せず、電力価格よりも安かった。 

・最高値・値差補填無：ガスエンジンコージェネ都市ガス専焼の損益分岐点は、3.1 千

円/t-CO2であり、3.1円/kWh の BCP価値があれば電力価格より安くなる。NH3専焼の損

益分岐点は、10.0千円/t-CO2であり、2.0円/kWhの BCP価値があれば電力価格より安

くなる。燃料電池都市ガス専焼の損益分岐点は、1.5千円/t-CO2であり、2.5円/kWhの

BCP価値があれば電力価格より安くなる。NH3専焼損益分岐点は、10.4千円/t-CO2であ

り、1.9円/kWhの BCP価値があれば電力価格より安くなる。 

5) 3)4)の結果をまとめると、今回の検討範囲（為替レート：100～150円/$、炭素税：

0.289～15.6千円/t-CO2) では、次のことがいえる。 

・最安値・値差補填有：ガスエンジンコージェネ H2専焼は、5.0 円/kWh、燃料電池では

5.3円/kWhの BCP価値があれば、電力価格より安くなる。NH3専焼は常に電力価格より

安い。 

・最安値・値差補填無：常に電力価格が安い 

・最高値・値差補填有：H2専焼、NH3専焼は常に電力価格より安い。都市ガス専焼は、ガ

スエンジンコージェネで3.8円/kWh、燃料電池で3.2円/kWh の BCP価値があれば、電

力価格より安くなる。 

・最高値・値差補填無：NH3専焼では、ガスエンジンコージェネは、2.0円/kWh、燃料電

池では1.9円/kWhの BCP価値があれば、電力価格より安くなる。また都市ガス専焼で

はガスエンジンコージェネは、3.1円/kWh、燃料電池では2.5円/kWh の BCP 価値があ

れば、電力価格より安くなる。 

・以上をまとめると、最安値・値差補填無以外では、NH3専焼発電が最も有望であること
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がわかった。 

 

４． 結論 

本研究では電力価格と発電原価を将来予測する手法をモデル化し、分析を行った。本章

で論文を通して得た結論を述べる。 

2030年以降の電力価格と発電原価を推定し、電力価格とBCP価値を加味した発電原価を

比較した。この結果、「バックアップ電源を代替し、災害時の生産被害を軽減するBCP価値

が電力価格と発電原価との差額より大きければ、事業者は常用発電導入を進めることがで

きる」という導入判断指針を示すとともに、「値差補填によって、NH3専焼発電原価、およ

び BCP価値次第ではH2専焼発電原価が電力価格を下回り、経済性安定性を考慮した常用発

電の導入が可能となる」ことを明らかにした。これは、BCP を重要視する事業者が常用発

電導入判断の方向性を判断するために有用である。 

値差補填制度を活用する場合、Kioxia 1 社で実施する事業が値差補填制度を活用でき

る事業として認められるのか、についてはより詳細に検討しなければならない。例えば有

事の際には、近隣住民へも電力を供給して地域貢献する、あるいは周辺企業と連携する等

の施策を考えていかなければならない。 

四日市のコンビナートは、今後 NH3や H2の基地となるべく、業態変更を検討している。

本研究では値差補填が適用されるのであれば、常用発電は、発電原価的に魅力的であるこ

とを示してきた。それは、我々に、オンサイトPPAでなくても、オフサイト PPAのような

形（すなわち、四日市コンビナートで、H2や NH3を用いた、Carbon Free 発電を導入して、

電力小売業者を通じてKioxia 社がその電気を買う）という選択肢も与えている。ただし、

オフサイトPPAの場合は、Carbon Freeではあるものの、送電網を既存のものに頼るため、

BCP 電源として用いることはできない。その意味でも、四日市市にある企業として、今後

の技術動向を見極めながら、オンサイト PPA を用いた NH3専焼発電を導入することが望ま

しいと考えられる。ただし、オンサイトPPAを用いることは、事業所への通電を自らの運

営で保証することが必要となるため、それが課題の一つであると言える。 

また、別の課題はインフラ整備である。都市ガス専焼の発電機を導入する場合であれば、

都市ガスの中圧導管はすでに存在するので、新たな整備は不要であるが、仮に NH3 発電を

工場主体で導入する場合、NH3の中圧導管の整備が必要となる。また、発電機が地震でも止

まらないようにするための免振あるいは制振構造を有する建屋や、自送線（事業所内で、
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発電機から事業所内変電所までつなぐための送電線)の整備が必要となる。これらの課題

に対して、国は補助をするべきであり、またそのことにより、より広範囲でのCarbon Free

化が進んでいくことが国にとっても望ましいといえる。 

今後、更に再生可能エネルギー発電の導入が進んだ場合、電力価格が FIT賦課金や基本

料金の上昇という形で本研究の試算の通りに反映されるかは明らかでないため、今後の電

力価格の決定方法を追跡し続けなければならない。 

また、燃料価格の変動のさらなる精緻化は今後の課題であり、NH3専焼や、H2専焼発電の

発電効率の変化、およびそれを支える技術動向についても着目し続けなければならない。 

地政学的な状況がかつてないほどめまぐるしく変わる中で、半導体産業には、変化の状

況を正しく捉えて未来の電源供給手法の予測に繋げることができるのかが問われており、

本研究成果は、企業の判断を支える意味で有用であると考える。 
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付録表１ 平均燃料価格X31と、各月の電力価格X41 (円/kWh)Data 

2016年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平均燃料価格X31  

(千円/kℓ) 
29.9 28.4 26.2 24.4 22.1 20.4 20 20.3 20.9 21.6 22.8 24.1 

電力価格 

X41 (円/kWh) 
11.8 11.4 10.8 10.6 10.0 10.0 9.5 9.7 9.8 10.0 10.3 10.3 

 

2017年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平均燃料価格X31  

(千円/kℓ) 
25.7 27.0 27.6 27.8 28.3 28.8 29.0 28.6 28.3 28.1 28.1 28.5 

電力価格 

X41 (円/kWh) 
10.7 10.9 10.9 10.9 11.0 11.5 11.1 11.1 11.0 11.0 11.1 10.9 

 

2018年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平均燃料価格X31  

(千円/kℓ) 
29.4 30.2 31.0 31.3 31.9 32.7 33.6 34.5 35.4 36.8 37.9 38.5 

電力価格 

X41 (円/kWh) 
11.1 11.1 11.2 11.3 11.3 11.9 11.7 11.9 12.1 12.3 12.7 12.5 

 

2019年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平均燃料価格X31  

(千円/kℓ) 
38.2 37.7 36.8 35.8 34.4 32.8 32.1 32.2 31.9 31.7 31.1 31.1 

電力価格 

X41 (円/kWh) 
12.6 12.5 12.2 12.1 11.8 11.7 11.3 11.5 11.5 11.5 11.3 11.2 
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2020年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平均燃料価格X31  

(千円/kℓ) 
31.1 31 30.9 30.6 30.1 28.6 26.2 23.2 20.6 19.2 19.4 21 

電力価格 

X41 (円/kWh) 
11.5 11.7 11.6 11.1 11.1 10.9 10.2 9.6 9.1 8.9 9.0 9.2 

 

2021年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平均燃料価格X31  

(千円/kℓ) 

23.4 26.1 27.0 27.3 26.8 29.0 31.4 33.6 35.7 38.2 44.0 48.8 

電力価格 

X41 (円/kWh) 
9.7 10.2 10.2 10.3 10.5 11.2 11.4 11.8 12.2 12.8 13.8 15.0 

 

2022年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平均燃料価格X31  

(千円/kℓ) 
50.9 52.8 53.5 57.8 61.6 67.6 74.9 82.8 93.3 98.7 99.6 94.3 

電力価格 

X41 (円/kWh) 
15.5 15.9 15.9 16.8 17.6 19.1 20.5 22.1 24.4 25.5 25.4 24.2 
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付録表２ 各月の原油、LNG、石炭の各燃料価格X01、X11、X21と、為替レートを考慮し

た各燃料（原油、天然ガス、石炭）価格X00(千円/kℓ)、X10(千円/t)、X20(千円/t)およ

び為替レートを考慮した各燃料（原油、天然ガス、石炭）価格の6か月前から 4か月前

までの 3か月平均値X02 (千円/kℓ)、X12 (千円/t)、X22 (千円/t)の Data  

(a)原油 

2015年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

原油価格 X00 

(千円/kℓ) 

       31.2 25.8 19.7 20.8 24.6 

為替考慮 

原油価格 

3か月平均値 

X02 (千円/kℓ) 

            

原油燃料価格 

X01 (千円/kℓ) 
            

 

2016年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

原油価格 X00 

(千円/kℓ) 

26.2 29.6 30.4 27.9 27.5 27.5 31.3 29.3 37.7 37.8 38.0 35.8 

為替考慮 

原油価格 

3か月平均値 

X02 (千円/kℓ) 

25.6 22.1 21.7 23.9 26.8 28.7 29.3 28.6 27.6 28.7 29.3 32.7 

原油燃料価格 

X01 (千円/kℓ) 
32.5 28.0 24.2 23.5 25.3 28.3 29.9 30.4 29.9 29.3 30.3 31.8 
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2017年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

原油価格 X00 

(千円/kℓ) 

35.5 34.7 31.5 33.2 34.3 37.2 39.4 43.2 44.1 46.6 43.1 42.5 

為替考慮 

原油価格 

3か月平均値 

X02 (千円/kℓ) 

34.9 37.8 37.2 36.4 35.3 33.9 33.1 33.0 34.9 37.0 39.9 42.2 

原油燃料価格 

X01 (千円/kℓ) 
34.9 37.1 39.6 39.1 38.6 37.3 36.0 34.8 34.6 36.0 38.5 41.5 

 

2018年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

原油価格 X00 

(千円/kℓ) 

46.3 51.1 50.7 51.3 50.5 54.3 56.3 46.6 40.3 40.2 44.1 46.4 

為替考慮 

原油価格 

3か月平均値 

X02 (千円/kℓ) 

44.6 44.6 44.1 44.0 46.6 49.4 51.0 50.8 52.1 53.7 52.4 47.7 

原油燃料価格 

X01 (千円/kℓ) 
43.7 45.5 45.7 45.3 45.7 48.1 51.5 53.4 53.5 54.4 55.9 55.0 
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2019年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

原油価格 X00 

(千円/kℓ) 

49.7 48.3 42.8 44.0 39.8 42.1 40.7 43.1 45.6 44.8 38.4 22.9 

為替考慮 

原油価格 

3か月平均値 

X02 (千円/kℓ) 

42.4 41.5 43.6 46.7 48.2 46.9 45.0 42.2 42.0 40.9 42.0 43.2 

原油燃料価格 

X01 (千円/kℓ) 
50.9 45.8 44.0 45.8 48.3 49.7 48.8 46.9 44.8 44.2 43.9 44.9 

 

2020年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

原油価格 X00 

(千円/kℓ) 

12.0 17.0 25.1 29.2 30.1 27.6 26.5 28.0 32.1 35.5 40.5 44.1 

為替考慮 

原油価格 

3か月平均値 

X02 (千円/kℓ) 

44.5 42.9 35.3 24.4 17.3 18.0 23.7 28.1 29.0 28.1 27.4 28.9 

原油燃料価格 

X01 (千円/kℓ) 
46.2 47.6 46.3 39.4 31.0 21.9 18.7 22.8 27.2 29.8 29.4 28.9 
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2021年 4月 5月 

為替考慮 

原油価格 X00 

(千円/kℓ) 

43.4 45.9 49.8 51.0 48.6 51.2 58.4 57.7 53.3 61.7 68.3 84.6 

為替考慮 

原油価格 

3か月平均値 

X02 (千円/kℓ) 

31.9 36.0 40.0 42.7 44.5 46.4 48.9 49.8 50.3 52.7 55.8 56.5 

原油燃料価格 

X01 (千円/kℓ) 
29.9 32.6 36.9 41.5 44.0 46.0 47.6 49.7 50.7 51.9 54.5 57.4 

 

2022年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

原油価格 X00 

(千円/kℓ) 

83.7 94.3 99.1 93.3 86.7 85.8 86.6 80.4 67.6    

為替考慮 

原油価格 

3か月平均値 

X02 (千円/kℓ) 

57.5 61.1 71.5 78.9 87.5 92.4 95.5 93.0 88.6 86.3 84.3 78.2 

原油燃料価格 

X01 (千円/kℓ) 
58.5 59.7 62.4 71.3 79.3 88.7 94.3 96.9 97.5 96.6 95.5 90.1 
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(b)天然ガス・LNG 

2015年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス価格 

(千円/t) X10 

       65.1 61.8 55.5 55.1 48.9 

為替考慮 

天然ガス価格

3か月平均値 

X12 (千円/t) 

            

LNG燃料価格 

X11 (千円/t) 
            

 

2016年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス価格 

(千円/t) X10 

41.9 38.2 37.7 39.2 40.4 42.9 44.4 45.7 49.2 51.6 53.2 52.1 

為替考慮 

天然ガス価格

3か月平均値 

X12 (千円/t) 

60.8 57.5 53.2 48.6 43.0 39.3 38.4 39.1 40.9 42.6 44.3 46.4 

LNG燃料価格 

X11 (千円/t) 
52.8 50.0 46.0 42.5 38.0 34.2 33.4 34.1 35.5 36.9 38.7 40.6 
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2017年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス価格 

(千円/t) X10 

53.9 57.0 55.0 55.6 54.7 53.5 52.5 53.3 54.6 57.8 59.2 59.9 

為替考慮 

天然ガス価格

3か月平均値 

X12 (千円/t) 

48.8 51.3 52.3 53.0 54.3 55.3 55.9 55.1 54.6 53.6 53.1 53.5 

LNG燃料価格 

X11 (千円/t) 
42.6 44.7 45.4 46.0 47.0 48.1 48.6 48.0 47.6 46.6 46.2 46.6 

 

2018年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス価格 

(千円/t) X10 

60.6 62.8 64.2 65.0 67.5 70.7 73.5 74.1 75.4 73.1 72.8 73.3 

為替考慮 

天然ガス価格

3か月平均値 

X12 (千円/t) 

55.2 57.2 59.0 59.9 61.1 62.5 64.0 65.6 67.7 70.5 72.8 74.3 

LNG燃料価格 

X11 (千円/t) 
48.2 49.8 51.3 52.1 53.1 54.4 55.7 57.2 58.8 61.2 63.3 64.6 

 

  



94 

 

2019年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス価格 

(千円/t) X10 

70.5 60.8 59.8 60.7 60.1 65.2 61.3 60.7 61.3 61.6 60.8 59.3 

為替考慮 

天然ガス価格

3か月平均値 

X12 (千円/t) 

74.2 73.8 73.1 72.2 68.2 63.7 60.5 60.2 62.0 62.2 62.4 61.1 

LNG燃料価格 

X11 (千円/t) 
64.5 64.1 62.7 60.4 57.4 54.3 53.4 54.1 54.1 53.8 52.9 53.0 

 

2020年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス価格 

(千円/t) X10 

61.6 60.3 60.5 53.5 46.1 37.5 35.1 36.2 40.1 44.9 52.8 60.3 

為替考慮 

天然ガス価格

3か月平均値 

X12 (千円/t) 

61.2 61.2 60.5 60.5 60.4 60.8 58.1 53.4 45.7 39.6 36.3 37.1 

LNG燃料価格 

X11 (千円/t) 
53.0 52.9 52.9 52.9 52.8 50.5 46.0 39.8 34.4 31.5 32.1 35.3 
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2021年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス価格 

(千円/t) X10 

48.5 49.2 55.7 60.4 64.9 85.3 78.2 81.4 81.2 99.9 96.2 119.4 

為替考慮 

天然ガス価格

3か月平均値 

X12 (千円/t) 

40.4 45.9 52.6 53.9 52.6 51.1 55.1 60.3 70.2 76.1 81.6 80.3 

LNG燃料価格 

X11 (千円/t) 
40.1 45.0 46.1 45.8 44.0 47.7 51.7 55.0 58.0 61.9 72.0 80.4 

 

2022年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス価格 

(千円/t) X10 

120.9 118.9 127.7 125.5 152.3 173.5 194.6 173.0 146.8    

為替考慮 

天然ガス価格

3か月平均値 

X12 (千円/t) 

87.5 92.4 105.1 112.2 119.7 122.5 124.0 135.1 150.4 173.5 180.4 171.4 

LNG燃料価格 

X11 (千円/t) 
83.8 87.4 88.2 93.9 96.9 101.8 110.7 123.0 142.8 152.8 152.0 141.7 
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(c)石炭 

2015年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭価

格X20 (千円/t) 

       6.4 6.4 5.8 5.8 5.9 

為替考慮 

石炭価格 

3か月平均値 

X22 (千円/t) 

            

石炭燃料価格 

X21 (千円/t) 
            

 

2016年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭価

格X20 (千円/t) 
5.6 5.6 5.6 6.4 6.8 7.4 9.8 11.1 10.2 9.6 9.0 9.1 

為替考慮 

石炭価格 

3か月平均値 

X22 (千円/t) 

6.2 6.0 5.8 5.8 5.7 5.6 5.8 6.3 6.9 8.0 9.4 10.4 

石炭燃料価格 

X21 (千円/t) 
8.7 8.5 8.1 7.9 7.6 7.5 7.3 7.2 7.2 7.4 8.0 8.9 

 

  



97 

 

2017年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭価

格X20 (千円/t) 
9.2 8.4 9.0 9.8 10.8 10.8 11.0 10.9 11.4 11.8 11.4 10.2 

為替考慮 

石炭価格 

3か月平均値 

X22 (千円/t) 

10.3 9.6 9.3 9.1 8.9 8.9 9.1 9.9 10.5 10.9 10.9 11.1 

石炭燃料価格 

X21 (千円/t) 
10.1 10.8 11.1 10.9 10.9 11.1 11.0 10.9 10.7 11.1 11.4 11.7 

 

2018年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭価

格X20 (千円/t) 
10.0 11.7 12.6 13.3 13.0 12.8 12.3 11.4 11.4 10.7 10.5 10.4 

為替考慮 

石炭価格 

3か月平均値 

X22 (千円/t) 

11.4 11.5 11.1 10.5 10.6 11.4 12.5 13.0 13.0 12.7 12.2 11.7 

石炭燃料価格 

X21 (千円/t) 
11.8 11.9 11.9 12.0 12.2 12.5 12.8 13.1 13.5 13.8 14.0 14.0 
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2019年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭価

格X20 (千円/t) 
9.7 9.0 7.8 7.8 7.0 7.1 7.5 7.3 7.2 7.7 7.4 7.1 

為替考慮 

石炭価格 

3か月平均値 

X22 (千円/t) 

11.2 10.9 10.5 10.2 9.7 8.9 8.2 7.5 7.3 7.2 7.3 7.3 

石炭燃料価格 

X21 (千円/t) 
13.7 13.3 13.1 13.0 12.9 12.7 12.0 11.7 11.2 11.0 10.7 10.5 

 

2020年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭価

格X20 (千円/t) 
6.3 5.6 5.6 5.5 5.3 5.8 6.1 6.6 8.6 9.0 9.1 10.3 

為替考慮 

石炭価格 

3か月平均値 

X22 (千円/t) 

7.4 7.5 7.4 6.9 6.3 5.9 5.6 5.5 5.5 5.8 6.2 7.1 

石炭燃料価格 

X21 (千円/t) 
10.3 10.1 9.9 9.7 9.3 8.9 8.4 8.1 7.8 7.6 7.5 7.6 
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2021年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭価

格X20 (千円/t) 
10.1 11.7 14.3 16.8 18.5 20.5 26.8 18.0 19.3 22.6 25.3 37.2 

為替考慮 

石炭価格 

3か月平均値 

X22 (千円/t) 

8.1 8.9 9.5 9.8 10.7 12.0 14.3 16.5 18.6 21.9 21.7 21.4 

石炭燃料価格 

X21 (千円/t) 
7.9 8.5 9.1 9.9 10.7 11.5 12.5 13.8 15.2 16.7 18.8 20.4 

 

2022年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭価

格X20 (千円/t) 
39.2 47.9 50.1 55.0 55.0 61.7 57.3 48.7 51.2    

為替考慮 

石炭価格 

3か月平均値 

X22 (千円/t) 

20.0 22.4 28.4 33.9 41.4 45.7 51.0 53.4 57.2 58.0 55.9 52.4 

石炭燃料価格 

X21 (千円/t) 
21.3 21.7 22.4 25.4 30.4 38.2 45.1 49.5 51.9 53.5 56.3 55.9 
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付録表3 為替考慮燃料価格と販売価格 

（a）為替考慮天然ガス燃料価格 X10 (円/t)と LNG販売価格 X13 (円/t) 

2016 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス燃料

価格X10 (円/t) 

41.9 38.2 37.7 39.2 40.4 42.9 44.4 45.7 49.2 51.6 53.2 52.1 

LNG販売価格 

X13 (円/t) 
36.3 33.3 32.9 34.2 35.1 37.4 38.6 39.9 42.8 45.0 46.2 45.3 

 

2017年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス燃料

価格X10 (円/t) 

53.9 57.0 55.0 55.6 54.7 53.5 52.5 53.3 54.6 57.8 59.2 59.9 

LNG販売価格 

X13 (円/t) 
46.9 49.6 47.9 48.4 47.6 46.5 45.6 46.3 47.5 50.6 51.7 52.2 

 

2018年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス燃料

価格X10 (円/t) 

60.6 62.8 64.2 65.0 67.5 70.7 73.5 74.1 75.4 73.1 72.8 73.3 

LNG販売価格 

X13 (円/t) 
52.8 54.7 56.0 56.7 58.9 61.6 63.9 64.4 65.4 62.9 63.3 61.0 
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2019年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス燃料

価格X10 (円/t) 

70.5 60.8 59.8 60.7 60.1 65.2 61.3 60.7 61.3 61.6 60.8 59.3 

LNG販売価格 

X13 (円/t) 
55.7 54.3 52.7 53.3 56.1 53.0 52.5 53.2 53.3 52.6 52.9 53.4 

 

2020年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス燃料

価格X10 (円/t) 

61.6 60.3 60.5 53.5 46.1 37.5 35.1 36.2 40.1 44.9 52.8 60.3 

LNG販売価格 

X13 (円/t) 
52.4 52.5 46.9 40.4 32.7 30.3 31.8 34.8 38.6 45.4 50.6 41.7 

 

2021年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス燃料

価格X10 (円/t) 

48.5 49.2 55.7 60.4 64.9 85.3 78.2 81.4 81.2 99.9 96.2 119.4 

LNG販売価格 

X13 (円/t) 

43.9 47.3 51.5 55.5 57.6 61.2 68.6 84.5 84.9 82.0 95.1 87.1 

 

2022年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮 

天然ガス燃料

価格X10 (円/t) 

120.9 118.9 127.7 125.5 152.3 173.5 194.6 173.0 146.8 146.6 146.6 134.6 

LNG販売価格 

X13 (円/t) 

100.0 104.4 101.1 125.5 139.4 164.9 156.3 135.4 134.9 128.0 118.9 104.2 
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（b）為替考慮石炭燃料価格 X20 (千円/t)と一般炭販売価格 X23 (千円/t) 

2016 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭 

燃料価格 X20 

(千円/t) 

6.2 6.0 5.8 5.8 5.7 5.6 5.8 6.3 6.9 8.0 9.4 10.4 

一般炭販売価格 

X23 (千円/t) 

7.7 7.5 7.4 7.2 7.2 7.5 7.8 9.0 10.3 11.0 11.1 11.0 

 

2017年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭 

燃料価格 X20 

(千円/t) 

10.3 9.6 9.3 9.1 8.9 8.9 9.1 9.9 10.5 10.9 10.9 11.1 

一般炭販売価格 

X23 (千円/t) 

10.4 11.3 11.1 10.6 10.9 11.0 11.6 11.8 11.9 12.0 12.3 11.9 

 

2018年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭 

燃料価格 X20 

(千円/t) 

11.4 11.5 11.1 10.5 10.6 11.4 12.5 13.0 13.0 12.7 12.2 11.7 

一般炭販売価格 

X23 (千円/t) 

12.2 12.8 12.8 13.2 13.6 13.9 14.2 14.0 13.9 13.3 12.9 13.1 

 

2019年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭 

燃料価格 X20 

(千円/t) 

11.2 10.9 10.5 10.2 9.7 8.9 8.2 7.5 7.3 7.2 7.3 7.3 

一般炭販売価格 

X23 (千円/t) 

13.2 12.5 12.3 11.5 11.3 10.8 10.8 10.6 10.2 10.2 10.1 9.6 
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2020年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭 

燃料価格 X20 

(千円/t) 

7.4 7.5 7.4 6.9 6.3 5.9 5.6 5.5 5.5 5.8 6.2 7.1 

一般炭販売価格 

X23 (千円/t) 

9.5 8.6 8.5 8.1 7.8 7.6 7.5 7.5 7.8 8.4 9.2 9.9 

 

2021年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭 

燃料価格 X20 

(千円/t) 

8.1 8.9 9.5 9.8 10.7 12.0 14.3 16.5 18.6 21.9 21.7 21.4 

一般炭販売価格 

X23 (千円/t) 

10.8 11.4 12.3 13.5 15.3 16.8 18.1 21.4 21.8 20.9 22.4 23.7 

 

2022年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

為替考慮石炭燃

料価格X20 

(千円/t) 

20.0 22.4 28.4 33.9 41.4 45.7 51.0 53.4 57.2 58.0 55.9 52.4 

一般炭販売価格 

X23 (千円/t) 

30.9 38.3 45.0 51.3 51.2 53.3 56.8 59.2 52.6 49.0 47.1 44.2 
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付録表4 LNG平均燃料価格 X11 (千円/t)と都市ガス価格 X71 (円/m３) 

2017年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

LNG 平均燃料価

格 X11 (千円/t) 
42.7 44.7 45.4 46.0 47.0 48.1 48.6 48.0 47.6 46.7 46.2 46.6 

都市ガス価格 

X71 (円/m３) 
49.5 49.5 50.1 50.5 52.3 52.3 51.5 51.5 51.2 51.0 51.7 51.4 

 

2018年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

LNG 平均燃料価

格 X11 (千円/t) 
48.2 49.8 51.3 52.1 53.1 54.4 55.7 57.2 58.9 61.2 63.3 64.6 

都市ガス価格 

X71 (円/m３) 
54.0 54.1 55.2 55.6 57.4 57.6 59.7 59.6 63.3 64.2 65.6 65.4 

 

2019年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

LNG 平均燃料価

格 X11 (千円/t) 
64.5 64.1 62.7 60.4 57.4 54.3 53.4 54.1 54.1 53.8 52.9 53.0 

都市ガス価格 

X71 (円/m３) 
64.2 63.8 60.8 59.9 56.8 56.3 56.4 56.2 55.4 55.3 55.7 55.6 

 

2020年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

LNG 平均燃料価

格 X11 (千円/t) 
53.0 52.9 52.9 53.0 52.8 50.5 46.1 39.8 34.4 31.5 32.1 35.3 

都市ガス価格 

X71 (円/m３) 
55.5 55.4 55.6 55.1 52.4 51.9 44.0 42.8 39.7 38.9 42.3 42.3 
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2021年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

LNG 平均燃料価

格 X11 (千円/t) 

40.1 45.0 46.1 45.8 44.0 47.7 51.7 55.0 58.0 61.9 72.0 80.4 

都市ガス価格 

X71 (円/m３) 
49.3 49.6 48.1 48.1 51.0 51.6 56.8 57.2 61.7 64.3 75.2 75.5 

 

 

2022年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

LNG 平均燃料価

格 X11 (千円/t) 

83.8 87.4 88.2 93.9 96.9 101.8 110.7 123.0 142.8 152.8 152.0 141.7 

都市ガス価格 

X71 (円/m３) 

79.7 79.5 82.3 83.6 89.1 90.4 106.3 108.9 123.4 126.2 103.5 102.1 
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付録表 5 各シナリオ電力価格算出結果まとめ（30年、40年、50年、平均値） 

(a)RITEシナリオ 

年 30 40 50 平均 

最安値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X51 11.6 10.4 8.5 10.2 

原子力比率上昇分a57 1.3 1.1 0.9 1.1 

再エネ発電比率上昇分a56 1.0 2.2 3.5 2.3 

NH3発電a51補填有 0.0 0.4 2.5 0.8 

NH3発電a51補填無 0.0 1.2 2.5 1.3 

FIT賦課金 a52 3.5 1.8 0.0 1.7 

炭素税 a53 0.0 0.0 0.0 0.2 

CCS火力 a54 0.5 0.3 0.1 0.3 

30 年以降電力価格Y51補填有 17.9 16.1 15.5 16.3 

30 年以降電力価格Y51補填無 17.9 16.9 15.5 16.8 

最高値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X51 14.1 11.8 9.2 11.6 

原子力比率上昇分a57 1.3 1.1 0.9 1.1 

再エネ発電比率上昇分a56 1.8 4.1 6.5 4.2 

H2発電a51補填有 0.0 0.9 2.8 1.2 

H2発電a51補填無 0.0 1.7 2.8 1.7 

FIT賦課金 a52 4.1 4.1 4.1 4.1 

炭素税 a53 1.8 1.3 0.0 1.2 

CCS火力 a54 0.0 0.0 0.1 0.0 

30 年以降電力価格Y51補填有 23.0 23.3 23.6 23.5 

30 年以降電力価格Y51補填無 23.0 24.2 23.6 24.0 
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(b)国立環境研究所シナリオ 

年 30 40 50 平均 

最安値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X41 11.6 9.5 6.5 9.2 

原子力比率上昇分a57 1.3 1.0 0.8 1.0 

再エネ発電比率上昇分a56 1.0 3.3 5.6 3.4 

NH3発電a51補填有 0.0 0.2 1.3 0.4 

NH3発電a51補填無 0.0 0.6 1.3 0.7 

FIT賦課金 a52 3.5 1.8 0.0 1.7 

炭素税 a53 0.0 0.0 0.0 0.0 

CCS火力 a54 0.5 0.2 0.0 0.2 

30 年以降電力価格Y51補填有 17.9 16.0 14.2 15.9 

30 年以降電力価格Y51補填無 17.9 16.4 14.2 16.2 

最高値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X51 14.1 10.7 6.8 10.5 

原子力比率上昇分a57 1.3 1.0 0.8 1.0 

再エネ発電比率上昇分a56 1.8 6.1 10.4 6.3 

H2発電a51補填有 0.0 0.5 1.4 0.6 

H2発電a51補填無 0.0 0.9 1.4 0.9 

FIT賦課金 a52 4.1 4.1 4.1 4.1 

炭素税 a53 1.8 1.0 0.0 1.0 

CCS火力 a54 0.0 0.0 0.0 0.0 

30 年以降電力価格Y51補填有 23.0 23.5 23.6 23.5 

30 年以降電力価格Y51補填無 23.0 23.9 23.6 23.8 
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(c)自然エネルギー財団シナリオ 

年 30 40 50 平均 

最安値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X41 11.6 8.9 5.1 8.5 

原子力比率上昇分a57 1.3 0.6 -0.1 0.5 

再エネ発電比率上昇分a56 1.0 4.5 8.1 4.7 

NH3発電a51補填有 0.0 0.0 0.0 0.0 

NH3発電a51補填無 0.0 0.0 0.0 0.0 

FIT賦課金 a52 3.5 1.8 0.0 1.7 

炭素税 a53 0.0 0.0 0.0 0.0 

CCS火力 a54 0.5 0.2 0.0 0.2 

30 年以降電力価格Y51補填有 17.9 15.9 13.1 15.6 

30 年以降電力価格Y51補填無 17.9 15.9 13.1 15.6 

最高値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X51 14.1 9.9 5.1 9.6 

原子力比率上昇分a57 1.3 0.6 -0.1 0.5 

再エネ発電比率上昇分a56 1.8 8.4 15.0 8.7 

H2発電a51補填有 0.0 0.0 0.0 0.0 

H2発電a51補填無 0.0 0.0 0.0 0.0 

FIT賦課金 a52 4.1 4.1 4.1 4.1 

炭素税 a53 1.8 0.9 0.0 0.9 

CCS火力 a54 0.0 0.1 0.0 0.1 

30 年以降電力価格Y51補填有 23.0 23.9 24.1 23.8 

30 年以降電力価格Y51補填無 23.0 23.9 24.1 23.8 
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(d)デロイトトーマツシナリオ 

年 30 40 50 平均 

最安値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X41 11.6 10.2 8.0 10.0 

原子力比率上昇分a57 1.3 1.1 0.9 1.1 

再エネ発電比率上昇分a56 1.0 3.0 5.1 3.1 

NH3発電a51補填有 0.0 0.0 0.0 0.0 

NH3発電a51補填無 0.0 0.0 0.0 0.0 

FIT賦課金 a52 3.5 1.8 0.0 1.7 

炭素税 a53 0.0 0.0 0.0 0.0 

CCS火力 a54 0.5 0.2 0.1 0.2 

30 年以降電力価格Y51補填有 17.9 16.3 14.1 16.1 

30 年以降電力価格Y51補填無 17.9 16.3 14.1 16.1 

最高値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X51 14.1 11.6 8.7 11.4 

原子力比率上昇分a57 1.3 1.1 0.9 1.1 

再エネ発電比率上昇分a56 1.8 5.6 9.4 5.8 

H2発電a51補填有 0.0 0.0 0.0 0.0 

H2発電a51補填無 0.0 0.0 0.0 0.0 

FIT賦課金 a52 4.1 4.1 4.1 4.1 

炭素税 a53 1.8 1.2 0.0 1.1 

CCS火力 a54 0.0 0.0 0.1 0.0 

30 年以降電力価格Y51補填有 23.0 23.6 23.2 23.5 

30 年以降電力価格Y51補填無 23.0 23.6 23.2 23.5 
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(e)日本エネルギー経済研究所シナリオ 

年 30 40 50 平均 

最安値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X41 11.6 10.1 7.9 9.9 

原子力比率上昇分a57 1.3 1.3 1.3 1.3 

再エネ発電比率上昇分a56 1.0 2.0 3.1 2.1 

NH3発電a51補填有 0.0 0.5 3.5 1.1 

NH3発電a51補填無 0.0 1.7 3.5 1.8 

FIT賦課金 a52 3.5 1.8 0.0 1.7 

炭素税 a53 0.0 0.0 0.0 0.0 

CCS火力 a54 0.5 0.2 0.1 0.2 

30 年以降電力価格Y51補填有 17.9 15.9 15.8 16.2 

30 年以降電力価格Y51補填無 17.9 17.1 15.8 16.9 

最高値 

固定費＋燃料費(火力発電比率考慮)X51 14.1 11.5 8.5 11.3 

原子力比率上昇分a57 1.3 1.3 1.3 1.3 

再エネ発電比率上昇分a56 1.8 3.8 5.7 3.9 

H2発電a51補填有 0.0 1.3 3.9 1.7 

H2発電a51補填無 0.0 2.4 3.9 2.4 

FIT賦課金 a52 4.1 4.1 4.1 4.1 

炭素税 a53 1.8 1.2 0.0 0.7 

CCS火力 a54 0.0 0.0 0.1 0.0 

30 年以降電力価格Y51補填有 23.0 23.1 23.6 23.3 

30 年以降電力価格Y51補填無 23.0 24.2 23.6 24.0 
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付録表6 30年、40年、50年および、31年～50年までの平均予測発電原価 

(a)ガスエンジンコージェネ最安値 

年 30 40 50 平均 

共通 固定費 a82 5.3 

最安

値 

都市ガス 

専焼 

燃料費 X81 12.6 14.0 15.4 14.0 

炭素税による発電原価上昇分a82 0.0 1.5 3.1 1.6 

省エネによる炭素税減少分 a83 0.0 0.0 0.0 0.0 

発電原価 Y811 17.8 20.8 23.7 20.9 

NH3専焼 

値差補填有燃料費X81 4.0 4.1  20.1 8.1 

値差補填無燃料費X81 18.7 19.3 20.1 19.4 

省エネによる炭素税減少分 a83 0.0 0.0 0.0 0.0 

値差補填有発電原価 Y812 9.2 9.4 25.3 13.3 

値差補填無発電原価 Y812 24.0 24.5 25.3 24.7 

H2専焼 

値差補填有燃料費X81 9.3 10.8 22.9 13.9 

値差補填無燃料費X81 35.9 29.0 22.9 28.9 

省エネによる炭素税減少分 a83 0.0 0.0 0.0 0.0 

値差補填有発電原価 Y812 14.6 16.0 28.2 19.2 

値差補填無発電原価 Y812 41.1 34.3 28.2 34.1 
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(b)ガスエンジンコージェネ(最高値) 

年 30 40 50 平均 

共通 固定費 a82 5.3 

最高

値 

 

都市ガス 

専焼 

燃料費 X81 16.1 17.0 17.9 17.0 

炭素税による発電原価上昇分a82 3.1 3.1 3.1 3.1 

省エネによる炭素税減少分 a83 0.3 0.2 0.0 0. 

発電原価 Y811 24.1 25.1 26.2 25.2 

NH3専焼 

値差補填有燃料費X81 4.6 4.9 20.1 8.6 

値差補填無燃料費X81 18.7 19.2 20.1 19.4 

省エネによる炭素税減少分 a83 0.3 0.2 0.0 0.2 

値差補填有発電原価 Y812 9.6 10.0 25.3 13.7 

値差補填無発電原価 Y812 23.7 24.4 25.3 24.5 

H2専焼 

値差補填有燃料費X81 12.9 13.8 22.9 16.1 

値差補填無燃料費X81 35.9 28.8 22.9 28.7 

省エネによる炭素税減少分 a83 0.3 0.2 0.0 0.2 

値差補填有発電原価 Y812 17.9 18.9 28.2 21.4 

値差補填無発電原価 Y812 40.9 34.1 28.2 34.0 
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(c) 燃料電池 

年 30 40 50 平均 

共通 固定費 a82 7.7 

最安

値 

都市ガス 

専焼 

燃料費 X81 10.9 12.1 13.3 12.2 

炭素税による発電原価上昇分a82 0.0 1.3 2.7 1.4 

発電原価 Y811 18.6 21.2 23.7 21.3 

NH3専焼 

値差補填有燃料費X81 3.5 3.6 17.4 7.0 

値差補填無燃料費X81 16.2 16.7 17.4 16.8 

値差補填有発電原価 Y812 11.2 11.3 25.1 14.1 

値差補填無発電原価 Y812 23.9 24.5 25.1 24.5 

H2専焼 

値差補填有燃料費X81 8.1 9.3 19.9 12.0 

値差補填無燃料費X81 31.1 25.2 19.9 25.0 

値差補填有発電原価 Y812 15.8 17.1 27.6 19.8 

値差補填無発電原価 Y812 38.8 32.9 27.6 32.7 

最高

値 

 

都市ガス 

専焼 

燃料費 X81 13.9 14.7 15.5 14.7 

炭素税による発電原価上昇分a82 2.7 2.7 2.7 2.7 

発電原価 Y811 24.3 25.1 25.9 25.1 

NH3専焼 

値差補填有燃料費X81 4.0 4.2 17.4 7.4  

値差補填無燃料費X81 16.2 16.7 17.4 16.8 

値差補填有発電原価 Y812 11.7 11.9 25.1 15.2 

値差補填無発電原価 Y812 23.9 24.5 25.1 24.5 

H2専焼 

値差補填有燃料費X81 11.2 12.0 19.9 14.1 

値差補填無燃料費X81 31.1 25.2 19.9 25.0 

値差補填有発電原価 Y812 18.9 19.7 27.6 21.8 

値差補填無発電原価 Y812 38.8 32.9 27.6 32.7 
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(a)最安値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-1 RITEシナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(b)最安値・燃料電池 

付録図1-1 RITEシナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(c)最高値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-1 RITEシナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(d)最高値・燃料電池 

付録図1-1 RITEシナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(a)最安値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-2 国立環境研究所シナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(b)最安値・燃料電池 

付録図1-2 国立環境研究所シナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(c)最高値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-2 国立環境研究所シナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(d)最高値・燃料電池 

付録図1-2 国立環境研究所シナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(a)最安値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-3 自然エネルギー財団シナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(b)最安値・燃料電池 

付録図1-3 自然エネルギー財団シナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(c)最高値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-3 自然エネルギー財団シナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(d)最高値・燃料電池 

付録図1-3 自然エネルギー財団シナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(a)最安値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-4 デロイトトーマツシナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(b)最安値・燃料電池 

付録図1-4 デロイトトーマツシナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(c)最高値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-4 デロイトトーマツシナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

 

(d)最高値・燃料電池 

付録図1-4 デロイトトーマツシナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(a)最安値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-5 日本エネルギー経済研究所シナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(b)最安値・燃料電池 

付録図1-5 日本エネルギー経済研究所シナリオ 電力価格と発電原価比較 
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(c)最高値・ガスエンジンコージェネ 

付録図1-5 日本エネルギー経済研究所シナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

 

(d)最高値・燃料電池 

付録図1-5 日本エネルギー経済研究所シナリオ 電力価格と発電原価比較 

 

付録図 1 各シナリオにおける20年平均値電力価格と 20年平均値発電原価比較 
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